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各計画改定案の修正一覧 

計画名 
区民等意見 

による修正 
その他の修正 計 

総合計画改定案 １項目 ６４項目 ６５項目 

実行計画改定案 ２項目  ４５項目  ４７項目  

協働推進計画改定案 ０項目  １１項目  １１項目  

行財政改革推進計画改定案 ０項目  １４項目  １４項目  

区立施設再編整備計画（第一期）・

第二次実施プラン計画案 
１項目  ７４項目  ７５項目  

まち・ひと・しごと創生総合戦略 ０項目  １６項目  １６項目  

計 ４項目  ２２４項目  ２２８項目  

１ 総合計画改定案の修正一覧 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

1 体

系 

2 

協働推進計画方針別

計画事業体系一覧 
●方針名

協働を支える情報発信と、区と区民

とのコミュニケーション 充実 

●方針名

協働を支える情報発信と、区と区民

とのコミュニケーションの充実 

・脱字の修正 

2 1 施策 1 災害に強い防

災まちづくり 
●現状と課題

区内には平成 29年度に公表した地

震被害シミュレーション※1 結果で

示すとおり、木造住宅密集地域な

ど、大震災発生時の建物倒壊危険

度や火災危険度が高い地域があ

り、より多くの区民に地震被害想定

や減災対策の効果を周知し、建築

物の耐震化や不燃化、狭あい道路

※2の拡幅整備などを着実に進める

必要があります。 

●現状と課題

区内には平成 29年度に公表した地

震被害シミュレーション※1 結果で

示すとおり、木造住宅密集地域な

ど、大震災発生時の建物倒壊危険

度や火災危険度が高い地域がある

ことから、より多くの区民に地震被害

想定や減災対策の効果を周知し、

建築物の耐震化や不燃化、狭あい

道路※2 の拡幅整備などを着実に

進める必要があります。 

・より適切な記述に

修正 

凡例：★印＝区民等の意見提出手続による意見を踏まえた修正（網掛け部分） 

・印＝その他の修正 

※ 修正一覧内の年度の表記は、元号表記としています。 

※ 下記修正箇所の「頁」欄の数は、資料 3～8の各計画における該当ページです。 

資料２ 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

3 1 施策 1 災害に強い防

災まちづくり 
●計画最終年度（平成 33 年度）の

目標 

区内の建築物の耐震化は大きく改

善され、また、災害時に避難・救護

の拠点となる震災救援所（区立小中

学校 ）周辺などの不燃化と木造住

宅密集地域の不燃化対策が進み、

倒れにくく燃えにくいまちづくりが進

んでいます。 

●計画最終年度（平成 33 年度）の

目標 

区内の建築物の耐震化は大きく改

善され、また、災害時に避難・救護

の拠点となる震災救援所（区立小中

学校等）周辺などの不燃化と木造住

宅密集地域の不燃化対策が進み、

倒れにくく燃えにくいまちづくりが進

んでいます。 

・脱字の修正 

4 3 施策 2 減災の視点に

立った防災対策の推進 
●現状と課題

○帰宅困難者対策においては、～

（中略）～取組が必要です。あわせ

て、避難者の安全を確保する一時

滞在施設を確保していくことが課題

となっています。 

●現状と課題

○帰宅困難者対策においては、～

（中略）～取組が必要です。あわせ

て、帰宅困難者の安全を確保する

一時滞在施設を確保していくことが

課題となっています。 

・より適切な記述に

修正 

5 5 施策 3 安全・安心の地

域社会づくり 
●計画最終年度（平成 33 年度）の

目標 

○           消費者としての意識

向上と消費生活に関する正しい知

識を習得し、消費者被害が減少して

います。 

●計画最終年度（平成 33 年度）の

目標 

○多くの区民が、消費者としての意

識向上と消費生活に関する正しい

知識を習得し、消費者被害が減少

しています。 

・より適切な記述に

修正 

6 5 施策 3 安全・安心の地

域社会づくり 
●施策指標の推移（実績）と目標値

区内における刑法犯認知件数 

指標の説明・計算式 

「刑法」に規定する全犯罪認知件数

（交通事故及び特別法犯を除く） 

●施策指標の推移（実績）と目標値

区内における刑法犯認知件数 

指標の説明・計算式 

「刑法」に規定する犯罪認知件数

（交通事故及び特別法犯を除く） 

・誤記の修正 

7 7 施策 4 利便性の高い

快適な都市基盤の整

備 

●現状と課題

○区が運行する南北バスは年間で

多くの方に利用されており、交通不

便地域の解消の一助となっていま

す。 

●現状と課題

○区が運行する南北バスは、  多

くの方に利用されており、交通不便

地域の解消の一助となっています。 

・誤記の修正 

8 9 施策 5 良好な住環境

の整備 
●現状と課題

○良好な住環境の保全・形成のた

め、防災機能の向上、住宅セーフテ

ィネット※1 の再構築、空家  対策

の推進等による住環境の整備を柱

として、様々な事業の実施が求めら

れています。 

●現状と課題

○良好な住環境の保全・形成のた

め、防災機能の向上、住宅セーフテ

ィネット※1 の再構築、空家等対策

の推進等による住環境の整備を柱

として、様々な事業の実施が求めら

れています。 

・脱字の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

9 9 施策 5 良好な住環境

の整備 
●現状と課題

○住宅を中心とした市街地の特色

を守り発展させながら、地域特性に

応じた良好な住環境の保全・形成を

図っていく上で、地域地区、地域計

画などまちづくりに関する諸制度の

活用と適正な運用が求められてい

ます。 

●現状と課題

住宅を中心とした市街地の特色を

守り発展させながら、地域特性に応

じた良好な住環境の保全・形成を図

っていく上で、地域地区、地区計画

などまちづくりに関する諸制度の活

用と適正な運用が求められていま

す。 

・誤記の修正 

10 11 施策 6 魅力的でにぎ

わいのある多心型まち

づくり 

●現状と課題

○東京都への観光客数が増加して

いる一方、その多くは都心部に集中

し、杉並区の集客         に

はつながっていない現状がありま

す。区の地域資源を集約した都心

部にはない魅力のＰＲ、アニメの活

用、図柄入り杉並ナンバープレート

※1 の普及等により、杉並の知名度と

区外からの集客力を高め、にぎわい

や商機の創出につなげていく必要

があります。 

●現状と課題

○東京都への観光客数が増加して

いる一方、その多くは都心部に集中

し、杉並区の集客としては目に見え

る大きな成果にはつながっていない

現状があります。区の地域資源を集

約した都心部にはない魅力のＰＲ、

アニメの活用、図柄入り杉並ナンバ

ープレート※1 の普及等により、杉並

の知名度と区外からの集客力を高

め、にぎわいや商機の創出につな

げていく必要があります。 

・より適切な記述

に修正 

11 12 施策 6 魅力的でにぎ

わいのある多心型まち

づくり 

●注釈

※1 図柄入り杉並ナンバープレー

ト・・・ラグビーＷ杯、東京2020オリン

ピック・パラリンピック競技大会の特

別仕様ナンバープレートにつづき導

入される地方版図柄入りナンバープ

レートで、図柄が入った杉並ナンバ

ープレートのこと。平成 30 年 10 月

初旬頃から交付予定。 

●注釈

※1 図柄入り杉並ナンバープレー

ト・・・ラグビーワールドカップ、東京

2020オリンピック・パラリンピック競技

大会の特別仕様ナンバープレート

につづき導入される地方版図柄入り

ナンバープレートで、図柄が入った

杉並ナンバープレートのこと。平成

30年 10月 1日から交付 

・より適切な記述

に修正 

12 13 施策 7 地域の特性を

活かし将来を見据えた

産業の振興 

●現状と課題

○将来を見据えた産業の振興を図

るために、 産業振興基本条

例 や 産業振興計画 に基

づき、区と区内産業経済団体等との

日常的な連携や、地域経済の活性

化に向けた計画的な取組が求めら

れています。 

●現状と課題

○将来を見据えた産業の振興を図

るために、「杉並区産業振興基本条

例」や「杉並区産業振興計画」に基

づき、区と区内産業経済団体等との

日常的な連携や、地域経済の活性

化に向けた計画的な取組が求めら

れています。 

・適切な記述に修

正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

13 15 施策 8 水とみどりのネ

ットワークの形成 

●現状と課題

○区内のみどりは、平成 29 年度の

みどりの実態調査の結果、緑被率

※1 は 21.77％に減少しましたが、こ

れは大規模開発及び道路整備に伴

う緑地の減少によるものです。今後

減少が懸念される屋敷林※2 や農

地など、杉並らしい歴史風土を今に

伝える貴重なみどりを後世に引き継

ぐためには、未来を見据えた視野を

持ち、計画性を持った取組を行って

いくことが重要です。 

●現状と課題

○           平成 29 年度の

みどりの実態調査の結果、緑被率

※1は 21.77％に減少しましたが、こ

れは大規模開発及び道路整備に

伴う緑地の減少によるものです。今

後減少が懸念される屋敷林※2 や

農地など、杉並らしい歴史風土を今

に伝える貴重なみどりを後世に引き

継ぐためには、未来を見据え、  

　　計画性を持った取組を行ってい

くことが重要です。 

・より適切な記述

に修正 

14 18 施策 9 持続可能な環

境にやさしい住宅都市

づくり 

●注釈

※2 再生可能エネルギー…資源が

枯渇せず繰り返し使え、発電時や

熱利用時に地球温暖化の原因とな

る二酸化炭素をほとんど排出しない

エネルギー（太陽光、風力、水力、

地熱、太陽光など） 

●注釈

※2 再生可能エネルギー…資源が

枯渇せず繰り返し使え、発電時や

熱利用時に地球温暖化の原因とな

る二酸化炭素をほとんど排出しない

エネルギー（太陽光、風力、水力、

地熱、太陽熱など） 

★区民等の意見

提出手続による

意見を踏まえ、誤

記を修正 

別紙 資料 1の 

意見№74参照 

15 21 施策 11 いきいきと暮

らせる健康づくり 

●現状と課題

○糖尿病などの生活習慣病は、

糖尿病になる可能性のある予備群

からその重症度に応じて生活習慣

改善の啓発を行い、早期受診と継

続治療の取組を引き続き進める必

要があります。がんについては、有

病率の高い世代やがんの種類に応

じて発症予防の啓発を行うとともに、

がん検診の精度管理及び受診率の

向上の取組を進める必要がありま

す。 

●現状と課題

○糖尿病などの生活習慣病は、

糖尿病になる可能性のある予備群

からその重症度に応じて生活習慣

改善の啓発を行い、早期受診と継

続治療の取組を引き続き進める必

要があります。 

○がんについては、有病率の高

い世代やがんの種類に応じて発症

予防の啓発を行うとともに、がんの

早期発見・早期治療のため、国の指

針を踏まえた対策型がん検診を進

めていく必要があります。とりわけ、

肺がん検診については、「杉並区肺

がん検診外部検証等委員会」の答

申を受け、質の高い検診を安定的

に実施していく必要があります。あ

わせて、プロセス指標等を把握・分

析するなど精度管理を強化し、がん

検診の全体の更なる質の向上を図

ることが求められています。 

・がん検診外部検

証等委員会の答

申を踏まえた修

正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

16 21 施策 11 いきいきと暮

らせる健康づくり 

●施策指標の推移(実績)と目標値

65歳健康寿命

指標の説明・計算式

65歳の人が要介護認定（要介護 2

以上）を受けるまでの期間を健康と

考え、健康でいられる年齢を平均

的に表したもの

●施策指標の推移(実績)と目標値

65歳健康寿命

指標の説明・計算式

65歳の人が要介護認定（要介護 2

以上）を受けるまでの期間を健康と

考え、健康でいられる年齢を平均

的に表したもの（東京保健所長会

方式による算出方法）

・より適切な記述

に修正 

17 24 施策 12 地域医療体制

の充実 

●注釈

すぎなみ区民レスキュー…地域の

初期救急対応力の向上を図るた

め、東京消防庁が認定した普通救

命講習などの認定証を取得し、   

　　　　　区の救命救急制度に関す

る講義を受講し、区に登録された 

区民 

●注釈

すぎなみ区民レスキュー…地域

の初期救急対応力の向上を図る

ため、東京消防庁が認定した普通

救命講習などの認定証を取得し

た方で、区の救命救急制度に関す

る講義を受講し、区に登録された

区民 

・より適切な記述

に修正 

18 25 施策 13 高齢者の社会

参加の支援 

●現状と課題

○平成 21 年度から開始した、高齢

者の社会参加を支援する「長寿応

援ポイント事業※」により、主体的で

多様な地域活動が行われていま

す。一方で、参加者が固定化してい

る傾向にあることから、広く新規の参

加者の増加を図るための見直しが

必要です。 

●注釈

長寿応援ポイント事業…　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　区が事前に

認定した地域貢献活動やいきがい

活動等へ参加した高齢者に、商品

券等と交換できるポイントシールを

配ることで、いきがいや互いの支え

あいを応援する仕組み 

●現状と課題

○                 高齢

者の社会参加を支援する「長寿応

援ポイント事業※」により、主体的で

多様な地域活動が行われていま

す。一方で、参加者が固定化してい

る傾向にあることから、広く新規の参

加者の増加を図るための見直しが

必要です。 

●注釈

長寿応援ポイント事業… 平成21年

度から開始した事業で、区が事前に

認定した地域貢献活動やいきがい

活動等へ参加した高齢者に、商品

券等と交換できるポイントシールを

配ることで、いきがいや互いの支え

あいを応援する仕組み 

・事業内容につい

て、注釈により詳

しく記述することと

したため削除 

・上記修正によ

り、詳しい記述に

修正 

19 27 施策 14 高齢者の地域

包括ケアの推進 

●計画最終年度（33年度）の目標

○介護保険制度をはじめとしたサー

ビスだけでなく、地域の多様なサー

ビスの担い手が要介護者高齢者と

その介護者の生活を支えています。 

●計画最終年度（33年度）の目標

○介護保険制度をはじめとしたサー

ビスだけでなく、地域の多様なサー

ビスの担い手が要介護高齢者とそ

の介護者の生活を支えています。 

○

・誤記の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

20 29 施策 15 要介護高齢者

の住まいと介護施設の

整備 

●施策指標の推移(実績)と目標値

ケア付き住まい確保戸数

指標の説明・計算式

サービス付き高齢者向け住宅及び

都市型経費老人ホーム

●施策指標の推移(実績)と目標値

ケア付き住まい確保戸数

指標の説明・計算式

サービス付き高齢者向け住宅及び

都市型軽費老人ホーム

・誤記の修正 

21 31 施策 16 障害者の社会

参加と就労機会の充実 

●現状と課題

○障害者通所施設の利用者数が増

加し、     加えて利用者の高齢

化・障害の重度化も進んでおり、   

　　　　利用者の通所負担軽減も視

野に入れた施設整備を進めていくこ 

とが必要です。 

●現状と課題

○障害者通所施設の利用者数は増

加しており、加えて利用者の高齢

化・障害の重度化も進んでいること

から、利用者の通所負担軽減も視

野に入れた施設整備を進めていくこ

とが必要です。 

・より適切な記述

に修正 

22 33 施策 17 障害者の地域

生活支援の充実 

●現状と課題

○平成 26 年に批准した「障害者権

利条約※1」、平成 28 年施行の「障

害者差別解消法」により、   

お互いが理解し合える共生社会の

実現に向けての普及啓発、権利擁

護施策や虐待防止の取組等更なる

推進が必要です。 

●現状と課題

○平成 26 年に批准した「障害者権

利条約※1」、平成 28 年施行の「障

害者差別解消法」により、障害の有

無によって分け隔てられることなく、

お互いが理解し合える共生社会の

実現に向けての普及啓発、権利擁

護施策や虐待防止の取組等更なる

推進が必要です。 

・よりわかりやす

い記述に修正 

23 33 施策 17 障害者の地域

生活支援の充実 

●施策指標の推移(実績)と目標値

障害者地域相談支援センター

相談件数

指標の説明・計算式

障害者地域相談支援センター３所

分

●施策指標の推移(実績)と目標値

障害者地域相談支援センター

相談件数

指標の説明・計算式

障害者地域相談支援センター３所

分の年間相談件数

・よりわかりやす

い記述に修正 

24 35 施策 18 地域福祉の充

実 

●計画最終年度（33年度）の目標

○子どもたちが安心安全に、夢と希

望をもって成長できるよう、地域で子

どもを支える必要な環境が整って 

います。 

●計画最終年度（33年度）の目標

○子どもたちが安全・安心に、夢と

希望をもって成長できるよう、地域で

子どもを支える必要な環境が整って

います。 

・誤記の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

25 37 施策 19 地域における

子育て支援の推進 

●現状と課題

○核家族化 や地域社会の

つながりの希薄化による育児の孤

立、子育ての不安感や負担感を抱

える保護者の増加など、子育てをめ

ぐる様々な問題が生じています。 

●現状と課題

○核家族化の進展や地域社会のつ

ながりの希薄化による育児の孤立、

子育ての不安感や負担感を抱える

保護者の増加など、子育てをめぐる

様々な問題が生じています。 

・より適切な記述

に修正 

26 43 施策 22 就学前におけ

る教育・保育の充実 

●現状と課題

○平成 28 年の「すぎなみ保育緊急

事態宣言」以降、より一層の待機児

童対策に取り組んだ結果、平成 30

年４月の「待機児童ゼロ」を実現しま

したが、女性の就業率の推移等から

今後も保育需要は増加する見込み

です。  

●現状と課題

○平成 28 年の「すぎなみ保育緊急

事態宣言」以降、より一層の待機児

童対策に取り組んだ結果、平成 30

年４月に「待機児童ゼロ」を実現しま

したが、女性の就業率の推移等から

今後も保育需要は増加する見込み

です。 

・誤記の修正 

27 43 施策 22 就学前におけ

る教育・保育の充実 

●施策指標の推移(実績)と目標値

保育所入所待機児童数 

指標の説明・計算式 

平成 25 年度からより実態に応じた

待機児童数を算定 

●施策指標の推移(実績)と目標値

保育所入所待機児童数 

指標の説明・計算式 

国基準による 

・より適切な記述

に修正 

28 43 施策 22 就学前におけ

る教育・保育の充実 

●施策指標の推移(実績)と目標値

認可保育所整備率 

指標の説明・計算式 

希望する全ての子どもが認可保育

所に入所できるために必要な整備

率 

●施策指標の推移(実績)と目標値

認可保育所整備率 

指標の説明・計算式 

希望する全ての子どもの認可保育

所入所に必要な整備率(認可保育

所定員÷就学前児童人口) 

・よりわかりやす

い記述に修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

29 45 施策 23 障害児支援の

充実 

●現状と課題

○発達障害児が安定した生活を

送ることができるよう、療育が必

要な障害児を適切な支援先につ

なぐことが必要です。また、所属

する幼稚園や保育園、学校等との

連携に取り組み、障害児とその保

護者を関係機関で協力して支え

る仕組みを作ることが必要です。 

●現状と課題

○発達障害児が安定した生活を

送ることができるよう、療育が必

要な障害児を適切な支援先につ

なぐことが必要です。また、所属

する幼稚園や保育所、学校等との

連携に取り組み、障害児とその保

護者を関係機関で協力して支え

る仕組みを作ることが必要です。 

・誤記の修正 

30 51 施策 26 成長・発達に

応じたきめ細かな教育

の推進 

●施策指標の推移(実績)と目標値

不登校児童・生徒のうち専門機関

等による支援を受けている割合 

実績値（29年度） 

86.2％ 

●施策指標の推移(実績)と目標値

不登校児童・生徒のうち専門機関

等による支援を受けている割合 

実績値（29年度） 

90.1％ 

・29 年度実績値

の確定による修

正 

31 54 施策 27 学校教育環境

の整備・充実 

●注釈

※2 電子黒板・・・パソコンなどの映

像を投影し、そこに直接書き込みな

どの入力を行うことができるプロジェ

クターや大型液晶画面 

●注釈

※2 電子黒板・・・パソコンなどの映

像を投影し、そこに直接書き込みな

どの入力を行うことができる黒板 

・より適切な記述に

修正 

32 55 施策 28 地域と共にあ

る学校づくり 

●現状と課題

○地域教育推進協議会２地区の事

業実施等を通じて、家庭・地域・学

校の連携と協働を進めています。ま

た、教育や福祉等の子どもに関する

問題をきっかけとした地域づくりへ

の意欲を区民に広げていくため、取

組成果について引き続き他地域へ

発信していく必要があります。 

●現状と課題

○地域教育推進協議会では、事業

実施等を通じて、家庭・地域・学校

の連携と協働を進めています。今後

も、教育や福祉等の子どもに関する

問題をきっかけとした地域づくりへ

の意欲を区民に広げていくため、取

組成果について引き続き他地域へ

発信していく必要があります。 

・より適切な記述に

修正 

33 61 施策 31 交流と平和、

男女共同参画の推進 

●現状と課題

○男女共同参画社会※2の実現のた

めには、区民一人ひとりの意識を高

めることが必要です。男性も女性も  

　　　　　社会の対等な構成員として

理解し支えあって地域社会の課題

に取り組んでいく必要があります。 

●現状と課題

○男女共同参画社会※2の実現のた

めには、区民一人ひとりの意識を高

めることが必要です。男性も女性も

誰もが社会の対等な構成員として

理解し支えあって地域社会の課題

に取り組んでいく必要があります。 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

34 61 施策 31 交流と平和、

男女共同参画の推進 

●計画最終年度（33年度）の目標

○男女が対等な立場で互いに認め

助け合い、それぞれの能力を発揮

できる活力ある社会の実現に向けた

環境が整ってきています。 

●計画最終年度（33年度）の目標

○男女が対等な立場で互いに認め

助け合い、誰もがその能力を発揮  

できる活力ある社会の実現に向けた

環境が整ってきています。 

・より適切な記述に

修正 

35 63 施策 32 地域住民活動

の支援と地域人材の育

成 

●現状と課題

○時代の変化に伴い多様化する地

域課題を解決するためには、町会・

自治会やＮＰＯ法人、事業者等、地

域の様々な活動団体が協働する関

係づくりを進める必要があります。 

○ＮＰＯ法人をはじめ地域活動団体

が地域課題を解決していくには、そ

れぞれの団体が単独で行動するの

ではなく、目的を同じくする団体同

士が協働して活動していくことが重

要となります。 

●現状と課題

○時代の変化に伴い多様化する地

域課題を解決するためには、町会・

自治会やＮＰＯ  、事業者等、地

域の様々な活動団体が協働する関

係づくりを進める必要があります。 

○ＮＰＯ  をはじめ地域活動団体

が地域課題を解決していくには、そ

れぞれの団体が単独で行動するの

ではなく、目的を同じくする団体同

士が協働して活動していくことが重

要となります。 

・誤記の修正 

36 65 １ 協働推進基本方針 

方針１ 区民参加の促

進 

●方針内容

区の計画策定等の検討に当たり、

幅広い年代の区民が参加できる

機会をつくり、区民の意見を区政

運営に生かしていくとともに、区と

区民とが身近な地域の課題を共

有し、協力・連携して解決すること

ができる地域社会づくりを目指しま

す。 

●方針内容

区の計画策定等の検討に当たり、

幅広い年代の区民が参加できる

機会をつくり、区民の意見を区政

運営に生かしていくとともに、区と

区民とが身近な地域の課題を共

有し、連携・協力して解決すること

ができる地域社会づくりを目指しま

す。 

・誤記の修正 

37 66 方針１ 区民参加の促

進 

●現状と課題

○　　区は、パブリックコメント（区民等

　　意見提出手続）の実施や各種審

議会等への区民参加、区民意向調

査や区政モニター制度※１などの

実施を通して、区民意見を区政に

反映しています。 

●現状と課題

○区は、パブリックコメント（区民等

の意見提出手続）の実施や各種審

議会等への区民参加、区民意向調

査や区政モニター制度※１などの

実施を通して、区民意見を区政に

反映しています。 

・脱字の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

38 67 方針２ 地域人材の育

成と地域活動環境の充

実に向けた支援 

●現状と課題

○区は、地域で活躍する人材育成

の取組を充実するとともに、地域で

活動する団体、ＮＰＯ等   

  を結びつけるコーディ

ネーターの役割を強化し、地域社

会への参加を促進する必要がありま

す。 

●現状と課題

○区は、地域で活躍する人材育成

の取組を充実するとともに、地域で

活動する団体、ＮＰＯ等の活動を地

域課題解決に結びつけるコーディ

ネーター機能を強化し、地域社会

への参加を促進する必要がありま

す。 

・より適切な記述に

修正 

39 67 方針２ 地域人材の育

成と地域活動環境の充

実に向けた支援 

●主な取組

○地域人材の育成

・「すぎなみ地域大学」や社会教育

センターなどで実施している「地域

で活躍する人材」の育成事業の充

実を図るとともに、すぎなみ地域大

学等での学びを地域社会の中で生

かせるよう、講座終了者と地域団体

等とを結びつける取組を充実しま

す。 

●主な取組

○地域人材の育成

・「すぎなみ地域大学」や社会教育

センターなどで実施している「地域

で活躍する人材」の育成事業の充

実を図るとともに、すぎなみ地域大

学等での学びを地域社会の中で生

かせるよう、講座修了者と地域団体

等とを結びつけることにより、区民の

地域活動の参加を促進します。 

・誤記の修正及びよ

り適切な記述に修正 

40 67 方針２ 地域人材の育

成と地域活動環境の充

実に向けた支援 

●主な取組

○協働による地域課題解決と公共

サービスの提供 

・区民や地域団体、ＮＰＯ等の多様

な主体と連携・協力し、地域課題の

解決と質の高い公共サービスの提

供に努めます。 

・すぎなみ協働プラザや杉並ボラン

ティアセンターなど、区民や地域団

体などの地域活動を支援する中間

支援組織間が連携し、地域団体等

活動への支援の幅を拡げていきま

す。 

・協働提案制度は、募集概要や区

の重点的取組等をＮＰＯ等に情報

提供する場を設けることで区との協

働の関係を育み、より多くの協働事

業の創出に繋げます。 

●主な取組

○協働による地域課題解決と公共

サービスの提供 

・区民や地域団体、ＮＰＯ等の多様

な主体と連携・協力し、地域課題の

解決と質の高い公共サービスの提

供に努めます。 

・すぎなみ協働プラザや杉並ボラン

ティアセンターなど、区民や地域団

体などの地域活動を支援する中間

支援組織間で連携し、地域活動の 

の支援の幅を拡げていきます。 

・協働提案制度は、区と地域団体、

ＮＰＯ等が、お互いの立場を尊重

し、役割を分担しながら地域の課題

解決に取り組む制度です。区からの

課題提起や地域の課題解決を踏ま

えた地域団体、ＮＰＯ等からの提案

について、協働の関係を創り出しな

がら実現に向けて取り組んでいきま

す。 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

41 68 方針３  協働を支える

情報発信と、区と区民

とのコミュニケーション

の充実 

●方針名

協働を支える情報発信と、区と区民

とのコミュニケーション  充実 

●方針名

協働を支える情報発信と、区と区民

とのコミュニケーションの充実 

・脱字の修正 

42 68 方針３  協働を支える

情報発信と、区と区民

とのコミュニケーション

の充実 

●現状と課題

○参加と協働による地域社会づくり

を推進していくためには、区と区民

のコミュニケーションの充実が欠か

せません。そのためには、必要な時

に必要な情報が届く仕組みづくりと

区の情報発信の充実が必要です。 

●現状と課題

○参加と協働による地域社会づくり

を推進していくためには、区と区民

のコミュニケーションの充実が欠か

せません。そのためには、必要な時

に必要な情報が伝わる仕組みづくり

と区の情報発信の充実が必要で

す。 

・より適切な記述に

修正 

43 68 方針３  協働を支える

情報発信と、区と区民

とのコミュニケーション

の充実 

●主な取組

・生活様式の多様化やＩＣＴ（情報通

信技術）の進展に対応した新たな情

報発信の取組、また様々な理由で

情報へのアクセスが困難な区民に

配慮した掲示など適切な情報提供

など、必要な時に必要な情報が 

届く仕組みづくりと区の情報発信 

の充実に努めます。 

●主な取組

・生活様式の多様化やＩＣＴ（情報通

信技術）の進展に対応した新たな情

報発信の取組、また様々な理由で

情報へのアクセスが困難な区民に

配慮した掲示など適切な情報提供

により、必要な時に必要な情報が  

伝わる仕組みづくりと区の情報発信

の充実に努めます。 

・より適切な記述に

修正 

44 69 ２ 行財政改革基本方

針 

●リード文

～ 略 ～ 

一方、東京圏への人口一極集中

が続く中、区は、防災・減災対策の

推進、保育などの子育て支援や高

齢化社会の進展など、増大する行

政需要に迅速かつ的確に対応して

いかなければなりません。 

 こうしたことを踏まえ、基本構想の

実現に向けて、以下のとおり基礎自

治体の責任と役割が増大している

分権型時代における行財政改革の

基本方針を       定め、それ

に基づく行財政改革推進計画を進

めていきます。 

●リード文

～ 略 ～ 

一方、東京圏への人口一極集中

が続く中、区は、防災・減災対策の

推進、保育などの子育て支援や超

高齢社会への対応など、増大する

行政需要に迅速かつ的確に対応し

ていかなければなりません。 

 こうしたことを踏まえ、基本構想の

実現に向けて、基礎自治体の責任

と役割が増大している分権型時代

における行財政改革の基本方針を

以下のとおり定め、それに基づく行

財政改革推進計画を進めていきま

す。 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

45 69 ２ 行財政改革基本方

針 

方針２ 効率的な行政

運営 

●方針内容

行政評価の充実を図り、事業運営

の改善や執行方法の見直しを行うと

ともに、   

　　　業務委託や指定管理者制

度など民間事業者等の多様な主体

を活用したサービス提供を進めるな

ど、創造的で効率的な自治体経営

を実現する行財政改革を推進しま

す。 

●方針内容

行政評価の充実を図り、事業運営

の改善や執行方法の見直し、ＡＩ

（人工知能）など新たな技術の活用

の検討、業務委託や指定管理者制

度など民間事業者等の多様な主体

を活用したサービス提供を進めるな

ど、創造的で効率的な自治体経営

を実現する行財政改革を推進しま

す。 

・取組内容の精

査により追記 

46 69 ２ 行財政改革基本方

針 

方針３ 効率的な組織

体制の構築と人材の育

成 

●方針内容

新たな人事・給与制度の改正等を

受けて、研修体系を見直し、研修を

充実するなど、職員の育成に努めま

す。また、民間に委ねることが妥当

な業務は、民間のノウハウを積極活

用し、民営化・民間委託を推進する

など、より簡素で効率的な組織体制

への見直しにより、職員定数の適正

化を図ります。 

●方針内容

新たな人事・給与制度の改正等を

受けて、研修体系を見直し、研修を

充実するなど、職員の育成に努めま

す。また、民間に委ねることが妥当

な業務は、民間のノウハウを積極活

用し、民営化・民間委託を推進する

など、より簡素で効率的な組織体制

への見直しにより、職員数の適正管

理に努めます。 

・より適切な記述に

修正 

47 69 ２ 行財政改革基本方

針 

方針４ 区立施設の再

編・整備 

●方針内容

区立施設再編整備計画に基づき、

７地域を基準として、施設の長寿命

化  や施設

の複合化・多機能化により 

　　　効率化を図るとともに、再編に

よって生み出された施設・用地を民

間活力の導入などにより有効に活

用し、誰もが利用しやすい施設整備

を推進します。また、国や東京都、

他自治体と連携・協力して公有地な

どの資産の有効活用に努めます。 

●方針内容

区立施設再編整備計画に基づき、 

施設の長寿命

化による財政負担の平準化や施設

の複合化・多機能化による施設運

営の効率化を図るとともに、再編に

よって生み出された施設・用地を民

間活力の導入などにより有効に活

用し、誰もが利用しやすい施設整備

を推進します。また、国や東京都、

他自治体と連携・協力して公有地な

どの資産の有効活用に努めます。 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

48 69 ２ 行財政改革基本方

針 

方針５ 分権型時代の

自治体間連携などの取

組推進 

●方針内容

災害時における自治体間連携の

仕組みである     スクラム支援

や、南伊豆町における特別養護老

人ホーム整備の取組をモデルとし

て、特定の事業を介した新たな基礎

自治体間の広域連携を積極的に進

めます。 

●方針内容

災害時における自治体間連携の

仕組みである自治体スクラム支援

や、南伊豆町における特別養護老

人ホーム整備の取組をモデルとし

て、特定の事業を介した新たな基礎

自治体間の広域連携を積極的に進

めます。 

・より適切な記述に

修正 

49 70 方針１ 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●現状と課題

○一方、区は、首都直下地震に備

えた減災・防災対策の推進、少子・ 

高齢化の進展に対応した福祉施策 

の充実、老朽化が進む区立施設の 

改築・改修など、大都市特有の膨大 

な行政需要を抱えています。社会 

保障関連経費（扶助費・繰出金）の 

支出はこの 15年間で約 2.3倍に、 

また、公共施設等の建設や用地購 

入などの社会資本の形成のための 

投資的経費の支出についても 2.5 

倍以上に伸びており、今後とも増大 

していくことが見込まれます。 

●現状と課題

○一方、区は、首都直下地震に備

えた防災・減災対策の推進、少子・ 

高齢化の進展に対応した福祉施策 

の充実、老朽化が進む区立施設の 

改築・改修など、大都市特有の膨大 

な行政需要を抱えています。社会 

保障関連経費（扶助費・繰出金）の 

支出はこの 15年間で約 2.2倍に、 

また、公共施設等の建設や用地購 

入などの社会資本の形成のための 

投資的経費の支出についても約 

2.2倍に伸びており、今後とも増大し 

ていくことが見込まれます。 

・より適切な記述

に修正及び 29年

度決算数値の確

定による修正 

50 70 方針 1 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●主な取組の方向性

○財政健全化と持続可能な財政運

営の実現 

・新たな行政需要に着実に対応す

るとともに、首都直下地震等の大規

模災害への備えをはじめ、将来の

行政需要にも迅速・的確に対応でき

るよう、平成 24 年度に定めた「財政

健全化と持続可能な財政運営のル

ール」を見直し、新たなルールの

下、引き続き健全な財政運営に努

めていきます。 

●主な取組の方向性

○財政健全化と持続可能な財政運

営の実現 

・足元の行政需要に着実に対応す

るとともに、首都直下地震等の大規

模災害への備えをはじめ、将来の

行政需要にも迅速・的確に対応でき

るよう、平成 24 年度に定めた「財政

健全化と持続可能な財政運営のル

ール」を見直し、新たなルールの

下、引き続き健全な財政運営に努

めていきます。 

・誤記の修正 

51 71 方針 1 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●ルール①について

・過去の大規模災害で被災した自

治体の人口一人あたりの災害復旧

●ルール①について

・過去の大規模災害で被災した自

治体の人口一人あたりの災害復旧

・より適切な記述に

修正 



14 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

費（一般財源ベース）を杉並区の人

口に換算した場合の経費を参考

に、災害時の備えとして集中復興期

間とされる 5 年間に必要な金額を

150 億円と算出しました。・・・・・（Ａ） 

・平成 20 年 9 月のリーマンショック

による特別区税と特別区財政調整

交付金の減収額が、平成 22年度か

らの 4 年間で 214 億円だったこと、

また、同期間の当初予算での財政

調整基金の取崩額の合計が 208 億

円だったことを踏まえ、経済事情の

変動等による減収への備えとして必

要な金額を 200 億円と算出しまし

た。・・・・・（Ｂ） 

費（一般財源ベース）を杉並区の人

口に換算した場合の経費を参考

に、災害時の備えとして集中復興期

間とされる 5 年間に必要な経費を

150億円と算出しました。・・・・・（Ａ） 

・平成 20 年 9 月のリーマンショック

による特別区税と特別区財政調整

交付金の減収額が、平成 22年度か

らの 4 年間で 214 億円だったこと、

また、同期間の当初予算での財政

調整基金の取崩額の合計が 208億

円だったことを踏まえ、経済事情の

変動等による減収への備えとして必

要な経費を 200 億円と算出しまし

た。・・・・・（Ｂ） 

52 71 方針１ 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●ルール②について

・「施設白書 2018」において 

  、長寿命化を図った上で現在の

施設を同規模で維持した場合の 30

年間の将来更新費用に、中規模修

繕等の経費を追加し、工事単価を

現在の単価に置き換え消費税を見

込むと、年平均で 115.1

億円かかると見込まれます。ここか

ら、施設の更新規模の適正化や   

  国や都からの補助金、区債など

の特定財源を除き、残りの

80％程度 

  を施設整

備基金でまかなうと想定し、毎年度

の積立額を年 40 億円と算出しまし

た。 

●ルール②について

・「施設白書 2018」において試算し

た、長寿命化を図った上で現在の

施設を同規模で維持した場合の 30

年間の将来更新経費に、中規模修

繕等の経費を追加し、工事単価を

現在の単価に置き換え消費税を見

込むと、年平均の更新経費は 115.1

億円になると見込まれます。ここか

ら、改築施設の規模の適正化を図

り、国や都からの補助金、区債など

の特定財源を除いた残りの経費のう

ち、大規模な工事に要する経費の

80％程度（中規模修繕等の経費を

含めた全体経費の 55％）を施設整

備基金でまかなうと想定し、毎年度

の積立額を年 40 億円と算出しまし

た。 

・よりわかりやすい

記述に修正 

53 72 方針１ 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●ルール④、⑤について

・いずれの指標も公会計情報から得

られる財政指標

  で、経

年変化と他の自治体との比較を見

ることができます。 

●ルール④、⑤について

・いずれの指標も公会計情報から得

られる財政指標（財務書類における

一般会計等の数値により算出）で、

経年変化と他の自治体との比較を

見ることができます。 

・よりわかりやすい

記述に修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

54 72 方針１ 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●計算式注釈

（記載なし） 

●計算式注釈

※1 純経常行政コストは、行政コス

ト計算書における経常費用（人件

費、社会保障給付等）から経常収益

（使用料等）を差し引いた額による。 

※2 財源は、純資産変動計算書に

おける税収等と国県等補助金の合

計額による。 

・よりわかりやすい

記述に修正 

55 72 方針１ 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●新ルールのイメージ

②  施設整備基金 40 億円の

積立 

③区債の発行の精査と

　　　　　　　繰上償還 

●新ルールのイメージ

②毎年度、施設整備基金 40億円の

積立 

③区債の発行の精査と金利動向等

を見据えた繰上償還 

・より適切な記述に

修正 

56 73 方針１ 財政健全化と

持続可能な財政運営

の実現 

●グラフのタイトルと凡例

   基金と区債の残高推移 

■ 基金■区債

●グラフのタイトルと凡例

積立基金と区債の残高推移 

■積立基金■区債

・より適切な記述に

修正 

57 74 方針２ 効率的な行政

運営 

●主な取組の方向性

・業務の効率化とサービスの質の向

上という観点から、民間に委ねること

が妥当なものは業務委託や指定管

理者制度の導入など、民間事業者

等を活用したサービスの提供を進め

ます。また、業務委託等の   

事業については、モニタリングシス

テムを通じて労働環境の整備も含

め業務の履行を継続的に管理・監

督して、サービスの向上を図ります。     

●注釈

（記載なし） 

●主な取組の方向性

・業務の効率化とサービスの質の向

上という観点から、民間に委ねること

が妥当なものは業務委託や指定管

理者制度の導入など、民間事業者

等を活用したサービスの提供を進め

ます。業務委託等を実施した  

事業については、モニタリングシス

テム※2 を通じて労働環境の整備も

含め業務の履行を継続的に管理・

監督して、サービスの向上を図りま

す。また、ＡＩやＲＰＡ※3などの新たな

技術の活用の可能性についても検

討します。 

●注釈

※3 ＲＰＡ・・・Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ 

Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎの略。人工知能（ＡＩ）

などの技術を活用した業務の効率

化、自動化の取組 

・取組内容の精

査により追記 

・上記の修正に伴

う注釈の挿入 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

58 75 方針３ 効率的な組織

体制の構築と人材の育

成 

●現状と課題

今後とも、事業の見直しなど効果的

に事務事業を推進していくために

は、組織体制についても常に見直し

を行い、職員定数の適正管理に努

める必要があります。 

●現状と課題

今後とも、事業の見直しなど効果的

に事務事業を推進していくために

は、組織体制についても常に見直

しを行い、職員数の適正管理に努

める必要があります。 

・より適切な記述に

修正 

59 75 方針３ 効率的な組織

体制の構築と人材の育

成 

●主な取組の方向性

○職員定数の適正管理

●主な取組の方向性

○職員数の適正管理

・より適切な記述に

修正 

60 76 方針４ 区立施設の再

編・整備 

●現状と課題

○区の施設   は、昭和 30 年代

から 40 年代にかけて多く整備され

ていることから、首都直下地震等の

大災害発生時に備え、今後、次々

に更新時期を迎える施設の老  

朽化に的確に対応し、安全・安心な

施設サービスを提供していく必要が

あります。 

●現状と課題

○区立施設の多くは、昭和 30 年代

から 40 年代にかけて整備されてお

り、老朽化が進んでいます。一方

で、首都直下地震等の大災害の発

生リスクは高まっていることから、老

朽化に的確に対応し、安全・安心な

施設サービスを提供していく必要が

あります。 

・より適切な記述に

修正 

61 76 方針４ 区立施設の再

編・整備 

●現状と課題

○人口増加や高度経済成長の当

時に比べ、区民のライフスタイルは

多様化しており、利用が低い施設が

あること、さらには、施設の改修及び

維持管理の経費を利用者でない区

民も含め税金で負担していることか

ら、施設の有効活用を図っていく必

要があります。 

●現状と課題

○時代の変化とともに区民のライフ

スタイルは多様化しており、需要に

対し不足している施設がある一方、

必ずしも十分に活用されていない施

設もあります。また、施設の改築・改

修及び維持管理には多大な経費が

かかり、施設を利用しない区民も含

め、その経費を税金で負担していま

す。このような施設を取り巻く状況を

踏まえ、施設の有効活用を図ってい

く必要があります。 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

62 76 方針４ 区立施設の再

編・整備 

●現状と課題

○平成 29 年度に発行した「施設白

書 2018」では、今後、区の施設を同

規模で維持する場合、30 年間で総

額約 2,927 億円の更新経費が必要

との試算となりました。 

●現状と課題

○今後 30 年間の区立施設の改築・

改修経費について、「施設白書

2018」の試算をより実勢に近づける

ため、直近の区の工事単価への修

正や消費税を加算するなど試算条

件を改めて精査した結果、現在の

施設を同規模で維持する場合に必

要な経費は、約 3,452.8 億円となり

ました。 

・より適切な記述に

修正 

63 76 方針４ 区立施設の再

編・整備 

●現状と課題

○厳しい財政状況のなかで、施設

の改築・改修にかかる更新経費をこ

れまでのように振り向けることは現実

的には困難な状況であるため、今

後は、築 50～60 年で建替えるので

はなく、一定の条件を満たす建物に

ついては長寿命化を図り、さらには

施設の複合化・多機能化などによ

り、経費の縮減と平準化に取り組ん

でいく必要があります。 

○再編整備により生み出された施

設等は、検討段階から民間事業者

と対話するサウンディング型市場調

査などの導入を検討し、有効活用を

図っていく必要があります。 

●現状と課題

○試算を通して施設の長寿命化を

図ることにより経費の平準化を図れ

ることは明らかになりましたが、更な

る経費の縮減を図るためには、施設

の複合化・多機能化による施設規

模の適正化を図る必要があります。

また、民間事業者の資金や経営ノウ

ハウ等を積極的に活用し、施設運

営の効率化を図る必要があります。 

・より適切な記述に

修正 

64 76 方針４ 区立施設の再

編・整備 

●主な取組の方向性

・7 地域を施設整備の基準として、

施設の長寿命化や施設の複合化・

多機能化により更新経費の縮減を

図るとともに、再編整備によって生

み出された施設等は、市場性の有

無や事業化の確実性などについ

て、民間事業者と対話するマーケッ

トサウンディング型※1 や提案インセ

ンティブ付与型※2などの導入を検討

し、誰もが利用しやすい施設づくり

を推進します。 

●主な取組の方向性

・7 地域を施設整備の基準として、

施設の長寿命化や施設の複合化・

多機能化により更新経費の縮減を

図るとともに、再編整備によって生

み出された施設等については、活

用の検討段階から民間事業者との

対話により民間参入の可能性を調

査するサウンディング型市場調査

（マーケットサウンディング型※1 や提

案インセンティブ付与型※2 など）の

導入を検討し、誰もが利用しやすい

施設づくりを推進します。 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

65 77 方針５ 分権型時代の

自治体間連携などの取

組推進 

●現状と課題

○区は、自治体スクラム支援会議で

のノウハウを生かし「平成 30 年 7 月

豪雨」で被害を受けた岡山県総社

市への職員派遣など、被災地の状

況に応じた支援活動に取り組んで

います。 

●現状と課題

○区は、自治体スクラム支援会議で

のノウハウを生かし、平成 30年 7月

の西日本豪雨で被害を受けた岡山

県総社市への職員派遣など、被災

地の状況に応じた支援活動に取り

組んでいます。 

・より適切な記述に

修正 

２ 実行計画改定案の修正一覧 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

66 7 5 ICT を活用した災

害情報の収集と発信 

<重点> 

●事業の概要

～ 略 ～ 

 これらの取組により区民の防災・減

災意識の一層の向上を図り、耐震・

不燃化等を促進するとともに「すぎ

ナビ」   

   を活用した防災訓練を実施す

るなど、ソフト・ハード両面から災害

に強い安全・安心なまちづくりを進

めます。 

●注釈

（記載なし） 

●事業の概要

～ 略 ～ 

 これらの取組により区民の防災・減

災意識の一層の向上を図り、耐震・

不燃化等を促進するとともに「すぎ

ナビ」、地震被害想定ＡＲアプリケー

ション※2 を活用した防災訓練を実施

するなど、ソフト・ハード両面から災

害に強い安全・安心なまちづくりを

進めます。 

●注釈

※2 地震被害想定ＡＲアプリケーシ

ョン…区が平成 29年から 30年にか

けて公表した首都直下地震（東京

湾北部地震）で想定される区内の震

度予測や各種被害予測をＧＰＳ機

能やＡＲ機能を使用して、分かりや

すく知ることができるアプリケーショ

ン 

・より適切な記述

に修正 

・上記の修正に伴

う注釈の挿入 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

67 13 2 都市計画道路の

整備 

●事業量

〈3か年計〉

区施行優先整備路線

補助第 132号線 

（青梅街道～関根橋間） 

事業認可・物件 

 調査・設計・用地折衝 

●事業量

〈3か年計〉

区施行優先整備路線

補助第 132号線 

（青梅街道～関根橋間） 

    事業認可準備 

事業認可・物件 

 調査・設計・用地折衝 

・誤記の修正 

68 16 5 自転車等放置防止

対策の推進 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

  放置防止協力員 

  51団体 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

  放置防止協力員 

  《累計 51団体》 

・表記の統一によ

る修正 

69 18 2 公営住宅の運営 ●事業量

〈30年度末（見込）〉

都営住宅の移管

  32団地 

〈32年度〉 

都営住宅の移管 

  移管 1団地 

〈3か年計〉 

都営住宅の移管 

 33団地 

〈3か年計〉 

加齢対応型浴槽設置 

  43所 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

都営住宅の移管

  (累計 32団地) 

 〈32年度〉 

都営住宅の移管 

  移管 1団地 

(累計 33団地) 

〈3か年計〉 

都営住宅の移管 

移管 1団地 

 (累計 33団地) 

〈3か年計〉 

加齢対応型浴槽設置 

  57所 

・誤記の修正 

・誤記の修正 

70 25 1 地域特性を活か

した商店街活性化促

進<重点> 

●事業の概要

区内の商店街を７つのブロックに

分け、商店街の立地環境や地域が

持つ歴史、自然環境、文化などの

特性を生かした事業や、商店街を

構成する若手事業者等の団体のほ

か、商店街会員以外の企業や団体

が提案する工夫とアイデアが生かさ

れた事業など、商店街活性化につ

●事業の概要

区内の商店街を７つのブロックに分

け、商店街の立地環境や地域が持

つ歴史、自然環境、文化などの特

性を生かした事業や、商店街を構

成する若手事業者等のグループ、

商店街会員以外の企業・団体が提

案する、工夫とアイデアが盛り込ま

れた取組を支援します。併せて、装

・取組内容の精査

による修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

ながる取組を支援します。また、装

飾灯のＬＥＤ化や防犯カメラ設置等

の助成を促進し、地域住民がより安

全・安心に買い物ができる商店街環

境を整備すると同時に、省電力化に

よる商店街の負担軽減を支援し、地

域ににぎわいをもたらす商店街づく

りを進めます。

飾灯のＬＥＤ化や防犯カメラ設置等

の助成を促進し、地域住民がより安

全・安心に買い物ができる商店街環

境を整備することにより、地域ににぎ

わいをもたらす商店街づくりを進め

ます。また、商店街を取り巻く環境

の変化に対応した新たな商店街活

性化策について、商店街と連携し

検討します。 

71 25 1 地域特性を活か

した商店街活性化促

進<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

新たな商店街活性化策の検討 

・取組内容の精査

による修正 

72 32 9 （仮称）荻外荘公

園の整備 <重点> 

●事業量

〈31年度〉

設計・解体調査 

〈32年度〉 

設計・調査 

〈33年度〉 

設計・遺構調査 

〈3か年計〉 

設計・解体・遺構調査 

●事業量

〈31年度〉

設計

解体・遺構調査

〈32年度〉

設計

遺構調査

〈33年度〉

設計

〈3か年計〉 

設計 

解体・遺構調査 

・取組内容の精査

による修正 

73 33 11 身近な公園の整

備 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

すくすく広場整備

  新規整備箇所 検討 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

すくすくひろば整備

  新規整備箇所 検討 

・誤記の修正 

74 35 3 環境学習の推進 ●事業量

〈3か年計〉

自然環境調査

  実施・公表 

●事業量

〈3か年計〉

自然環境調査

   公表 

・誤記の修正 



21 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

75 36 1 ごみの減量運動

の推進<重点> 

●事業量

〈31年度〉

ごみ減量に向けた普及啓発の取組

推進 

食品ロス削減の取組 

拡充 

  フードドライブの常設受付窓口 

   拡大 

●事業量

〈31年度〉

ごみ減量に向けた普及啓発の取組

推進 

食品ロス削減の推進 

  フードドライブの常設受付窓口 

   拡大 

・誤記の修正 

76 36 2 資源化の推進 

<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

新たな資源分別回収品目の調査・

検討 

〈31年度〉 

新たな資源分別回収品目の調査・

検討 

〈32年度〉 

新たな資源分別回収品目の調査・

検討 

〈33年度〉 

新たな資源分別回収品目の資源化

実施 

〈3か年計〉 

新たな資源分別回収品目の調査・

検討及び資源化実施 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

資源分別回収品目拡大 

調査・検討 

〈31年度〉 

資源分別回収品目拡大 

調査・検討 

〈32年度〉 

資源分別回収品目拡大 

調査・検討 

〈33年度〉 

資源分別回収品目拡大 

資源化実施 

〈3か年計〉 

資源分別回収品目拡大 

調査・検討・資源化実施 

・より適切な記述

に修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

77 40 3 がん対策の推進 

<重点> 

●事業の概要

生涯で 2 人に 1 人はがんになる時

代に、働きながらがん治療を受ける

両立支援等が重要となるため、講演

会などにより、がんの知識の普及啓

発を行います。 

また、がん検診の精度管理※の

向上を図り、がん検診の質を高める

ことで、がん死亡率の減少を目指し

ます。 

●事業の概要

がん予防の知識の普及啓発ととも

に、生涯で 2人に 1人はがんになる

時代で、働きながらがん治療を受け

る両立支援が重要となるため、講演

会などにより知識の普及啓発を行い

ます。 

  また、がん検診においては、国の

指針を踏まえた対策型がん検診を

実施し、がん死亡率の減少を目指し

ます。とりわけ、肺がん検診は、「杉

並区肺がん検診外部検証等委員

会」の答申を踏まえ、質の高い検診

を安定的に行う体制を確保します。

あわせて、がん検診全般について

も、実施医療機関への受入規模調

査を踏まえた実施体制の必要な見

直しを行うとともに、プロセス指標等

を把握・分析するなど精度管理を強

化し、更なる検診の質の向上を図り

ます。 

・がん検診外部検

証等委員会の答

申を踏まえた取

組内容の精査に

よる修正 

78 40 3 がん対策の推進 

<重点> 

●事業量

〈3か年計〉

胃がん検診

 胃部エックス線検査 

   21,000 人 

  胃内視鏡検査 

 18,000 人 

〈30年度末（見込）〉 

〈31～33年度、3か年計〉 

●事業量

〈3か年計〉

胃がん検診

 胃部エックス線検査 

   20,100 人 

  胃内視鏡検査 

 18,900 人 

〈30年度末（見込）〉 

  精度管理※の強化 

    検討・実施 

〈31～33年度、3か年計〉 

   精度管理の強化 

 実施 

・誤記の修正 

・がん検診外部検

証等委員会の答

申を踏まえた取

組内容の精査に

よる修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

79 41 4 「心の健康づくり」

の推進 

●事業の概要

うつ病対策等の精神保健の取組

に加え、杉並区自殺対策計画に基

づき、自殺対策を支える人材養成

の強化として「ゲートキーパー※養

成研修」、関係機関との連携強化に

よる「未遂者対策」の充実を図るとと

もに、重点的に取り組むべき勤労

者、無職・失業者、子ども・若者対策

について組織横断的に事業を展開

します。 

～ 以下 略 ～ 

●事業の概要

うつ病対策等の精神保健の取組

に加え、杉並区自殺対策計画に基

づき、自殺対策を支える人材養成

の強化として「ゲートキーパー※養

成研修」、関係機関との連携強化に

よる自殺未遂者に関する対策の充

実を図るとともに、重点的に取り組

むべき勤労者、生活困窮者、若者

等の対策について組織横断的に事

業を展開します。 

～ 以下 略 ～ 

・より適切な記述

に修正 

80 41 4 「心の健康づくり」

の推進 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

自殺対策の推進

自殺未遂者対策の強化 

自殺予防の普及啓発の拡充  

〈31～33年度、3か年計〉 

自殺対策の推進  

自殺未遂者対策連絡会の実施 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

自殺対策の推進

自殺未遂者対策の検討 

自殺予防月間 実施 2回 

自殺予防強化月間 実施 1回 

〈31～33年度、3か年計〉 

自殺対策の推進  

自殺対策関係機関連絡会の実施 

・取組内容の精査

による修正 

・より適切な記述

に修正 

81 42 2 災害時医療体制の

充実<重点> 

●事業量

〈3か年計〉

災害拠点病院等と連携した医療

救護訓練の実施  3回

●事業量

〈3か年計〉

災害拠点病院等と連携した医療

救護訓練の実施  9回

・誤記の修正 

82 43 3 在宅医療体制の充

実<重点> 

●事業の概要

～略～ 

また、医療が必要となっても在宅

で安心した生活が送ることができる

よう、在宅医療・相談に係る多職種

の職員を対象  した研修や、区民・

事業者に対し講演会を開催するな

ど、在宅での療養やがんの緩和ケ

ア、看取り等について理解を深める

取組を進めます。 

●事業の概要

～略～ 

また、医療が必要となっても在宅で

安心した生活を送ることができるよ

う、在宅医療・相談に係る多職種の

職員を対象とした研修や、区民・事

業者に対し講演会を開催するなど、

在宅での療養やがんの緩和ケア、

看取り等について理解を深める取

組を進めます。 

・誤記の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

83 44 2 長寿応援ポイント

事業の推進<重点> 

●事業の概要

～略～

また、10 年間の利用実態を踏まえ

つつ、今後の長寿化の進展を見据

え、ポイント交換の仕組み が、より

公平で効果的なものとなり、ポイント

を原資とする長寿応援ファンドにつ

いては、公益性の高い地域貢献活

動の立ち上げ等に、より広く活用で

きるものとなるよう、見直しを行いま

す。 

●事業の概要

～略～

また、10 年間の利用実態を踏まえ

つつ、今後の長寿化の進展を見据

え、ポイント交換の仕組み等が、より

公平で効果的なもの        と

なるよう、見直しを行います。 

・より適切な記述

に修正 

84 44 2 長寿応援ポイント

事業の推進<重点> 

●事業量

〈3か年計〉

長寿応援ポイント事業

  実施 

  見直し検討・具体化 

  見直し 

●事業量

〈3か年計〉

長寿応援ポイント事業 

   実施 

   見直し検討

   見直し 

・誤記の修正 

85 46 2 認知症対策の充実

<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

物忘れ相談 

ケア 24 20所 

保健センター 5所 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

物忘れ相談 

ケア 24 《20所》 

保健センター 《5所》 

・表記の統一によ

る修正 

86 47 3 地域の見守り体制

の充実 

●事業量

〈3か年計〉

高齢者緊急通報システム

  新規 200件 

高齢者安心コール 

  新規 10世帯 

●事業量

〈3か年計〉

高齢者緊急通報システム

  新規 600件 

高齢者安心コール 

  新規 30世帯 

・誤記の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

87 48 4 家族介護者支援事

業の充実 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

緊急ショートステイ 

有料老人ホーム 2床 

病院 2床  

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

緊急ショートステイ 

有料老人ホーム 《2床》 

病院 《2床》  

・表記の統一によ

る修正 

88 49 1 特別養護老人ホ

ーム等の整備<重点> 

●事業の概要

～略～ 

平成 33 年度に開設予定の「ウェ

ルファーム杉並※1」内の特養棟に

ついては、併設する診療所、訪問

看護ステーション※2、看護小規模

多機能型居宅介護※3 等の事業所

との連携づくりを推進していきます。 

～中略～ 

さらに、南伊豆町との自治体間連

携による取組を踏まえた特別養護

老人ホームの区域外整備※4 につ

いて、引き続き都や広域連合等に

必要な働きかけを行いながら、検討

を進めます。 

●事業の概要

～略～ 

平成 33 年度に開設予定の「ウェ

ルファーム杉並※1」特別養護老人

ホーム棟については、併設する診

療所、訪問看護ステーション※2、看

護小規模多機能型居宅介護※3 等

の事業所との連携づくりを推進して

いきます。 

～中略～ 

さらに、静岡県南伊豆町との自治

体間連携による取組を踏まえた特

別養護老人ホームの区域外整備※

4 について、引き続き東京都や広域

連合等に必要な働きかけを行いな

がら、検討を進めます。 

・表記の統一によ

る修正 

89 52 3 障害者の社会参加

支援の充実 

●事業の概要

東京 2020 オリンピック・パラリンピ

ック競技大会開催を契機に、スポー

ツやレクリエーションを通じて、障害

者が身近な地域でスポーツ等に親

しめるよう普及啓発活動を行うととも

に、利用しやすいような施設環境を

整えます。 

～ 以下 略 ～ 

●事業の概要

東京 2020 オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会開催を契機に、スポーツ

やレクリエーションを通じて、障害者

が身近な地域でスポーツ等に親し

めるよう普及啓発活動を行うととも

に、利用しやすい施設環境を整えま

す。 

～ 以下 略 ～ 

・より適切な記述

に修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

90 53 1 障害者の地域生活

を支える体制の充実

<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

障害者地域相談支援センター 

〈3所〉 

〈31年度〉 

 地域生活を支援するサービス体制

の構築  

  専門的人材の育成・定着支援 

   実施 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

障害者地域相談支援センター 

《3所》 

〈31年度〉 

 地域生活を支援するサービス体制

の構築  

  専門的人材の育成・定着支援 

   検討・実施 

・表記の統一によ

る修正 

・誤記の修正 

91 54 4 発達障害者支援

の充実 

●事業の概要

～略～ 

合わせて、義務教育終了後の青年

期※3 の方を対象とした新たな取組

を検討・実施します。 

～以下 略～ 

●事業の概要

～略～ 

合わせて、義務教育修了後の青年

期※3 の方を対象とした新たな取組

を検討・実施します。 

～以下 略～ 

・誤記の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

92 55 1 在宅医療・生活支

援の推進 

<新規> <重点> 

●事業の概要

～略～ 

また、社会福祉協議会の地域支援

ネットワーク、ボランティアセンター

などと連携して、様々な主体による

地域での支えあいの活動を広げる

ための環境をつくります。 

さらに、平成 33 年度に開設する

「ウェルファーム杉並」特別養護老

人ホーム棟に併設する診療所や訪

問看護ステーションなどとの緊密な

連携により、在宅医療の担い手の育

成や、医療機関の連携による在宅

医療の２４時間往診・連絡体制づく

りを推進します。 

●事業の概要

～略～ 

また、社会福祉協議会の地域支援

ネットワーク、ボランティアセンター

などと連携して、様々な主体による

地域での支えあいの活動を広げる

ための環境をつくります。その取組

を効果的に進めるため、「地域福祉

コーディネーター」を新たに配置し、

住民からの福祉に係る相談を受け、

地域の人々や関係機関と協力して

課題解決に向けた支援を行いま

す。 

さらに、平成 33 年度に開設予定

の「ウェルファーム杉並」特別養護

老人ホーム棟に併設する診療所や

訪問看護ステーションなどとの緊密

な連携により、在宅医療の担い手の

育成や、医療機関の連携による在

宅医療の２４時間往診・連絡体制づ

くりを推進します。 

★区民等の意見

提出手続による

意見を踏まえ、取

組の趣旨につい

てより具体的な記

述に修正 

別紙 資料１の 

意見№125参照 

93 57 3 災害時要配慮者支

援の推進〈重点〉 

●事業の概要

～略～ 

また、GIS（地理空間情報システ

ム）※4 を活用した災害時要配慮

者支援システム※5 の運用によ

り、災害発生時に要配慮者の安否

確認結果を迅速に確認します。 

～以下 略～ 

●事業の概要

～略～ 

また、GIS（地理情報システム）※

4 を活用した災害時要配慮者支援

システム※4 の運用により、災害

発生時に要配慮者の安否確認結

果を迅速に確認します。 

～以下 略～ 

・誤記の修正 

94 57 3 災害時要配慮者支

援の推進<重点> 

●注釈

※4 GIS（地理空間情報システム）…

Geographic Information Systemの略

で、位置などに関する様々な情報を

コ ン ピ ュー タ を用いて電子地 

図上に重ね合わせ、情報の分析・

解析を行ったり、情報を視覚的に表

示 させるシステム 

●注釈

※ 2 GIS（地理情報システム）…

Geographic Information System の略

で、位置などに関する様々な情報を

コ ン ピ ュー タ を用いて電子地 

図上に重ね合わせ、情報の分析・

解析を行ったり、情報を視覚的に表

示 させるシステム 

・誤記の修正 

※修正した内容

は資料 4 の P16 

「6 都市基盤情

報の整備」の注釈

へ移動 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

95 58 4 権利擁護事業の利

用促進 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

日常生活自立支援事業（あんし 

んサポート） 

契約件数 

  170件 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

日常生活自立支援事業（あんし 

んサポート） 

契約件数 

  《170件》 

・表記の統一によ

る修正 

96 59 1 地域子育て支援拠

点等の整備<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

地域子育て支援拠点の整備・運 

営 

子どもセンター 

  実施 5所 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

地域子育て支援拠点の整備・運 

営 

子どもセンター 

  実施《5所》 

・表記の統一によ

る修正 

97 60 2 子育てを地域で支

えあう仕組みづくり

の推進 

●事業量

〈33年度〉

子育て応援券事業の

  実施 

〈3か年計〉 

子育て応援券事業の 

  実施 

  見直し検討・具体化 

  見直し 

●事業量

〈33年度〉

子育て応援券事業

実施

〈3か年計〉

子育て応援券事業

実施

見直し検討

見直し

・誤記の修正 

98 64 2 児童虐待対策の推

進<重点> 

●事業の概要

「ゆうライン※1」や「子育て相談サ

ロン※2」、グループカウンセリングに

よる相談のほか、要支援家庭を対象

とした訪問事業やショートステイ等に

より、親子の健康支援や育児の悩

み、不安等の解消・削減を図りま

す。 

●事業の概要

「ゆうライン※1」や「子育て相談サ

ロン※2」、グループカウンセリングに

よる相談のほか、要支援家庭を対象

とした訪問事業やショートステイ等に

より、親子の健康支援や育児の悩

み、不安等の解消・軽減を図りま

す。 

・誤記の修正 

99 64 2 児童虐待対策の推

進<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

相談・支援事業の充実 

子育て相談サロン 

  実施 3グループ 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

相談・支援事業の充実 

子育て相談サロン 

  実施 《3グループ》 

・表記の統一によ

る修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

100 65 1 保育施設等の整備

<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

区立子供園 

建設 0.6園 

設計  1園 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

区立子供園 

建設 0.6園 

・誤記の修正 

101 65 2 保育の質の確保 

<新規> <重点> 

●事業の概要

保育の質の維持・向上を目的と

して、区立保育園の一部を「中核

園」として位置づけ、地域における

保育施設間の連携・情報共有の促

進等、保育内容の向上に向けた役

割とともに、連携園※が持つ代替保

育等の機能も果たします。 

～ 以下 略～ 

●注釈

※ 連携園…小規模保育事業所等

の地域型保育事業所に対して、子

ども・子育て支援法に基づき、卒園

児の受け皿、代替保育、園庭利用、

行事参加、合同健診、合同研修な

どの支援を実施する保育園 

●事業の概要

保育の質の維持・向上を目的と

して、区立保育園の一部を「中核

園」として位置づけ、地域における

保育施設間の連携・情報共有の促

進等、保育内容の向上に向けた役

割を果たします。 

～ 以下 略～ 

●注釈

（削除） 

・連携園の設定に

ついては、法令

等に基づく対象

施設（地域型保

育事業）のみなら

ず、認可外施設

を含めたあり方を

改めて検討するこ

ととしたため、記

述を削除 

・上記の修正に伴

う注釈の削除 

102 66 3 多様な保育サービ

スの推進 

●事業量

〈33年度〉

   ― 

私立保育園 

延長保育 

 拡充 

一時預かり事業 

 実施 

― 

●事業量

〈33年度〉

障害児指定園

   － 

(累計 15園) 

私立保育園 

延長保育 

 拡充 

一時預かり事業 

 実施 

病児保育室 

－ 

(累計 4所) 

・表記の統一によ

る修正 



30 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

103 67 1 未就学児療育体制

の充実<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3 か年計〉 

重症心身障害児対応型児童発

達支援事業所運営 

1所 

〈3か年計〉 

こども発達センターの機能強化 

  地域支援講座 

   2講座 

  療育講座 

   4講座 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～33年度、

3か年計〉 

重症心身障害児対応型児童発

達支援事業所運営 

《1所》 

〈3か年計〉 

こども発達センターの機能強化 

  地域支援講座 

   6講座 

  療育講座 

   12講座 

・表記の統一によ

る修正 

・誤記の修正 

104 68 1 次世代育成基金の

活用推進<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

基金を活用した体験・交流事業

  実施 6事業 

   参加者 205人 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

基金を活用した体験・交流事業

  実施 6事業 

   参加者 280人 

・最新の数値に更

新 

105 74 1 特別支援教育の充

実<重点> 

●事業の概要

～ 略 ～ 

また、特別支援教室を小中学校

全校に設置し、特別な支援が必要

な児童・生徒の個々の特性に応じた

指導・支援を行い、一人ひとりの成

長・発達に応じた質の高い教育を実

現します。これらの取組等を通して、

誰もが人格と個性を尊重し合い、多

様性を認め合う共生社会の形成に

向け、特別支援教育の充実を図りま

す。 

●注釈

（記載なし） 

●事業の概要

～ 略 ～ 

また、特別支援教室を小中学校

全校に設置し、特別な支援が必要

な児童・生徒の個々の特性に応じた

指導・支援を行い、一人ひとりの成

長・発達に応じた質の高い教育を実

現します。これらの取組を通して誰

もが人格と個性を尊重し支えあい、

互いの多様性を認め合う、共生社

会の形成に向けたインクルーシブ教

育システム構築のための特別支援

教育の充実を図ります。 

●注釈

※2 インクルーシブ教育システム…

障害者が精神的及び身体的な能力

等を可能な最大限度まで発達させ、

自由な社会に効果的に参加するこ

とを可能とするとの目的の下、障害

のある者と障害のない者が共に学

ぶ仕組み 

★区民等の意見

提出手続による

意見を踏まえ、取

組の主旨がよりわ

かりやすくなるよう

記述を修正 

別紙 資料１の 

意見№146参照 

・上記の修正に伴

う注釈の挿入 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

106 80 1 スポーツを推進

する環境づくり 

●事業の概要

～略～ 

また、ハード・ソフトの両面から体

育施設の更なるバリアフリー化を図

り、障害があってもなくても、誰もが

スポーツを楽しめる障害者スポーツ

の拠点づくりを進めます。 

●事業の概要

～略～ 

また、ハード・ソフトの両面から体育

施設の更なるバリアフリー化を図り、

障害の有無にかかわらず、誰もがス

ポーツを楽しめる障害者スポーツの

拠点づくりを進めます。 

・より適切な記述

に修正 

107 81 3 図書館の整備 ●事業量

〈30年度末（見込）〉

永福図書館

  設計 0.7館 

●事業量

〈30年度末（見込）〉

永福図書館

  設計 0.3館 

・誤記の修正 

108 82 5 オリンピック・パ

ラリンピック事業の

推進<重点> 

●事業の概要

～ 略 ～ 

また、全ての区立学校・子供園で

オリンピック・パラリンピック教育を推

進するとともに、体育施設等におい

て多用なイベントを開催し、オリンピ

ック・パラリンピックの理念や意義に

ついて理解促進と気運醸成を図りま

す。 

●事業の概要

～ 略 ～ 

また、全ての区立学校・子供園で

オリンピック・パラリンピック教育を推

進するとともに、体育施設等におい

て多様なイベントを開催し、オリンピ

ック・パラリンピックの理念や意義に

ついて理解促進と気運醸成を図りま

す。 

・誤記の修正 

109 82 5 オリンピック・パ

ラリンピック事業の

推進<重点> 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～32年度、

3 か年計〉 

大会  理解促進・気運醸成 

●事業量

〈30年度末（見込）、31～32年度、

3か年計〉 

大会の理解促進・気運醸成 

・脱字の修正 

110 82 5 オリンピック・パ

ラリンピック事業の

推進<重点> 

●注釈

※ 文化プログラム・・・東京 2020 大

会に一人でも多くの区民が参画し

（アクション）、東京 2020 大会をきっ

かけにした成果を未来につなげる

（レガシー）のための文化的な取組 

●注釈

※ 文化プログラム・・・東京 2020 大

会に一人でも多くの区民が参画し

（アクション）、東京 2020 大会をきっ

かけにした成果を未来につなげる

（レガシー）  ための文化的な取組 

・誤記の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

111 89 3 NPO 等の活動支

援<重点> 

●事業の概要

多様な地域活動団体間との連

携・協力により、地域課題の解決に

向けて協働提案制度※1を実施しま

す。 

～以下 略～ 

●事業の概要

多様な地域活動団体間における

連携・協力により、地域課題の解決

に向けて協働提案制度※1 を実施

します。 

～以下 略～ 

・より適切な記述

に修正 

112 89 4 地域人材の育成 ●事業の概要

区民の社会参加意欲に応えるとと

もに、地域社会に貢献する人材や

協働の担い手となる人材を育てるた

め、「すぎなみ地域大学」を運営しま

す。また、修了生が     地域大

学で学んだ成果を地域で生かし実

践できるよう、地域活動への参加を

より積極的に進めていくとともに、こ

れから地域活動を始めよう  してい

る区民へ、地域活動への第一歩を

踏み出すためのきっかけづくりを行

います。 

あわせて、地域人材育成の取組

について    地域大学と中間支

援組織等で、役割分担を明確にし

て講座を実施します。 

●事業の概要

区民の社会参加意欲に応えるとと

もに、地域社会に貢献する人材や

協働の担い手となる人材を育てるた

め、「すぎなみ地域大学」を運営しま

す。また、修了生がすぎなみ地域大

学で学んだ成果を地域で生かし実

践できるよう、地域活動への参加を

より積極的に進めていくとともに、こ

れから地域活動を始めようとしてい

る区民へ、地域活動への第一歩を

踏み出すためのきっかけづくりを行

います。 

あわせて、地域人材育成の取組に

ついてすぎなみ地域大学と中間支

援組織等で、役割分担を明確にし

て講座を実施します。 

・表記の統一によ

る修正及び脱字

の修正 
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３ 協働推進計画改定案の修正一覧 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

113 1 (2)消費生活サポータ

ーによる「出前講座」

の実施 

●取組項目名

（2）消費者生活サポーターによる

「出前講座」の実施（方針２再掲） 

●取組項目名

（2）消費生活サポーターによる「出

前講座」の実施（方針２再掲） 

・誤記の修正 

114 3 (5)自転車放置防止協

力員の活動 

●取組内容

〈30年度末（見込）〉

放置防止協力員 

   活動支援 

   累計 51団体 

●取組内容

〈30年度末（見込）〉

放置防止協力員

   活動支援 

   ≪累計 51団体≫ 

・表記の統一によ

る修正 

115 12 (5)すぎなみ地域大学

の運営 

●事業の概要

区民の社会参加意欲に応えると

ともに、地域社会に貢献する人材や

協働の担い手となる人材を育てて

いきます。また、地域大学の修了生

が、             学んだ成

果を地域で生かし実践できるよう、

ＮＰＯ等と相互に連携・協力すること

により、区民の地域活動への参加

促進を図ります。 

●事業の概要

区民の社会参加意欲に応えると

ともに、地域社会に貢献する人材や

協働の担い手となる人材を育てて

いきます。また、         修了

生が、すぎなみ地域大学で学んだ

成果を地域で生かし実践できるよ

う、ＮＰＯ等と相互に連携・協力する

ことにより、区民の地域活動への参

加促進を図ります。 

・表記の統一によ

る修正及び脱字

の修正 

116 12 (6)地域人材の発掘と

育成の推進 

●取組内容

〈30年度末（見込）〉

地域大学等を活用した

講演会等の実施 

地域大学取組内容の

充実  

〈31～33年度〉 

地域大学等を活用した

講演会等の実施 

地域大学取組内容の

充実 

  新講座の実施 

●取組内容

〈30年度末（見込）〉

すぎなみ地域大学等を活用した

講演会等の実施 

すぎなみ地域大学取組内容の

充実  

〈31～33年度〉 

すぎなみ地域大学等を活用した

講演会等の実施 

すぎなみ地域大学取組内容の

充実 

  新講座の実施 

・表記の統一によ

る修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

117 15 (5)食育の推進 ●取組内容

〈30年度末（見込）、31～33年度〉

食育  ボランティア 

育成・活動支援  

●取組内容

〈30年度末（見込）、31～33年度〉

食育推進ボランティア 

育成・活動支援  

・誤記の修正 

118 17 (9)災害時要配慮者支

援の推進 

●事業の概要

災害時発生時、各震災救援所の運

営連絡会委員をはじめとする区民

や民間事業者の協力により、災害

時要配慮者に対する安否確認を実

施し、避難生活等の支援体制を図

るとともに、災害時要配慮者を受け

入れる福祉救援所の拡充を図りま

す。 

●事業の概要

災害発生時、各震災救援所の運営

連絡会委員をはじめとする区民や

民間事業者の協力により、災害時

要配慮者に対する安否確認を実施

し、避難生活等の支援体制を図ると

ともに、災害時要配慮者を受け入れ

る福祉救援所の拡充を図ります。 

・誤記の修正 

119 20 (16)協働提案制度の

実施 

●事業の概要

協働提案制度は、区と地域活動団

体（ＮＰＯや地域団体、事業者等）

が、お互いの立場を尊重し、役割を

分担しながら地域の課題解決に取

り組む制度です。区からの課題提

起に基づく提案と、地域の課題を踏

まえた地域活動団体からの提案を、

区と多様な地域活動団体間の協働

の関係を創り出しながら取り組んで

いきます。 

●事業の概要

協働提案制度は、区と地域活動団

体（ＮＰＯや地域団体、事業者等）

が、お互いの立場を尊重し、役割を

分担しながら地域の課題解決に取

り組む制度です。区からの課題提

起や地域の課題を踏まえた地域活

動団体からの提案について、 

協働の関係を創り出しながら実現に

向けて取り組んでいきます。 

・より適切な記述

に修正 

120 22 方針３ 協働を支え

る情報発信と、区と区

民とのコミュニケー

ションの充実 

●方針名

方針３ 協働を支える情報発信と、

区と区民とのコミュニケーション 充

実 

●方針名

方針３ 協働を支える情報発信と、

区と区民とのコミュニケーションの充

実 

・脱字の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

121 22 (1)ＩＣＴを活用した

災害情報の収集と発

信 

●事業の概要

防災地図アプリケーション「すぎな

び」を通じて区民からの災害・被害

情報等を区が収集し、それらの情報

をもとに、避難所や安全な避難経路

への誘導等を行うなど区民とリアル

タイムで情報を共有し、二次災害の

発生を防止します。 

●事業の概要

防災地図アプリケーション「すぎナ

ビ」は、地震被害シミュレーションに

よる被害想定の結果を閲覧できるよ

うになります。災害時に多くの情報

（投稿写真など）を共有し、避難所ま

での安全な避難経路をお知らせす

る機能も活用できることから、二次

災害防止の観点からも、より一層の

普及啓発を行います。 

これらの取組により区民の防災・

減災意識の一層の向上を図り、耐

震・不燃化等を促進するとともに「す

ぎナビ」、地震被害想定ＡＲアプリケ

ーション活用した防災訓練を実施す

るなど、ソフト・ハード両面から災害

に強い安全・安心なまちづくりを進

めます。 

・より適切な記述

に修正 

122 22 (1)ＩＣＴを活用した

災害情報の収集と発

信 

●取組内容

〈30年度末（見込）、31～33年度〉

防災地図アプリケーション 

「すぎナビ」 

運用 

 普及促進 

防災訓練での活用 

●取組内容

〈30年度末（見込）〉

災害時情報共有システム

 防災地図アプリケーション 

「すぎナビ」 

  機能拡充 

 運用・普及啓発 

 地震被害想定ＡＲア 

 プリケーション 

 公開・普及啓発 

    防災訓練での活用 

〈31～33年度〉 

災害時情報共有システム 

 防災地図アプリケーション 

「すぎナビ」 

  運用・普及啓発   

 地震被害想定ＡＲア 

 プリケーション 

   運用・普及啓発  

 防災訓練での活用 

・より適切な記述

に修正 

123 22 (1)ＩＣＴを活用した

災害情報の収集と発

信 

●担当課

防災課、土木管理課 

●担当課

防災課、土木管理課、市街地整備

課 

・誤記の修正 
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４ 行財政改革推進計画改定案の修正一覧 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

124 1 財政情報の公表 ●取組内容

〈31年度～33年度〉

財政情報の公表

●取組内容

〈31年度～33年度〉

実施

・より適切な記述

に修正 

125 1 区有財産の有効活用 ●取組内容

区が保有する財産（未利用の土地

等）について、有効活用を図る観点

から、活用及び処分の可能性につ

いて    検討を行います。 

（31年度～33年度） 

活用及び処分の可能性について 

調査・検討・実施 

●取組内容

区が保有する財産（未利用の土地

等）について、有効活用を図る観点

から、活用及び処分の可能性につ

いて調査・検討を行います。 

（31年度～33年度） 

調査・検討・実施 

・より適切な記述

に修正 

126 4 ふるさと納税制度の

活用 

●注釈

※1 ふるさと納税  ・・・自分の選

んだ自治体に寄附（ふるさと納税）

を行った場合に、寄附額のうち

2,000 円を超える部分について、所

得税及び住民税から原則として全

額控除される制度（上限あり） 

●注釈

※1 ふるさと納税制度・・・自分の選

んだ自治体に寄附（ふるさと納税）

を行った場合に、寄附額のうち

2,000 円を超える部分について、所

得税及び住民税から原則として全

額控除される制度（上限あり） 

・脱字の修正 

127 4 補助金の見直し ●取組内容

補助金交付基準及び検証・評価基

準に基づき、継続的に補助金の評

価・検証・見直しを行います。 

●取組内容

補助金交付基準及び検証・評価基

準に基づき、継続的に補助金を評

価・検証し、見直しを行います。 

・より適切な記述に

修正 

128 5 子育て応援券事業の

適正化 

●取組内容

〈31年度〉

子育て応援券事業

  見直し検討 

〈32年度〉 

子育て応援券事業 

  見直し 

●取組内容

〈31年度〉

見直し検討 

〈32年度〉 

見直し 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

129 8 ごみ収集方法の効率

化 

●取組内容

ごみ量を適正に把握することによ

り、効果的な収集体制を編成するな

どごみの収集・運搬業務   の効率

化を進めます。 

〈31年度〉 

収集方法の効率化の実施 

〈32年度〉 

収集方法の効率化の検証 

〈33年度〉 

収集方法の効率化の検討 

●取組内容

ごみ量を適正に把握することによ

り、効果的な収集体制を編成するな

ど、ごみの収集・運搬業務につい

て、効率化を進めます。 

 〈31年度〉 

 実施 

〈32年度〉 

 検証 

〈33年度〉 

 検討 

・より適切な記述に

修正 

130 9 民営化・民間委託等の

推進 

●取組内容

新たな行政課題が増加している中、

サービスの提供主体や提供方法を

見直し、民営化・民間委託を推進す

るとともに、公の施設※の運営につ

いては、指定管理者制度の導入に

ついて積極的に検討し、導入を進

めます。

●取組内容

新たな行政課題が増加している中、

サービスの提供主体や提供方法を

見直し、民営化・民間委託を推進す

るとともに、公の施設※の運営につ

いては、指定管理者制度の導入に

ついて積極的に検討し、導入を進

めます。また、ＡＩやＲＰＡなどの新た

な技術を活用した業務の効率化・利

便性の向上についても、その可能

性を検討します。 

・取組内容の精査

により追記 

131 9 民営化・民間委託等の

推進 

●取組内容

〈31～33年度〉

   実施 

●取組内容

〈31～33年度〉

検討・実施 

・取組内容の修

正に伴う追記 

132 う

わ

9 民営化・民間委託等の

推進 

●担当課

行政管理担当   

●担当課

行政管理担当 情報政策課 

・取組内容の修

正に伴う追記 

133 14 〈方針３ 中項目名〉 ●項目名

（３）職員定数の適正管理 

●項目名

（３）職員数の適正管理 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

134 15 学校用務業務等の包

括委託等の推進 

●取組内容

学校用務業務等を民間事業者へ委

託することにより、職員定数と経費

の削減を図ります。 

●取組内容

学校用務業務等を民間事業者へ委

託することにより、職員数と経費の

削減を図ります。 

・より適切な記述に

修正 

135 15 学校警備の機械警備

委託の推進 

●取組内容

有人警備から機械警備へ移行する

ことにより、職員定数と経費の削減

を図ります。 

●取組内容

有人警備から機械警備へ移行する

ことにより、職員数と経費の削減を

図ります。 

・より適切な記述に

修正 

136 15 学校給食の調理委託

の推進 

●取組内容

学校給食調理業務を民間事業者へ

委託することにより、職員定数と経

費の削減を図ります。 

●取組内容

学校給食調理業務を民間事業者へ

委託することにより、職員数と経費

の削減を図ります。 

・より適切な記述に

修正 

137 16 公民連携（ＰＰＰ）に

よる公有財産の活用 

●取組内容

再編整備により転用する土地等に

ついては、民間事業者との対話によ

り検討段階から市場性の有無や事

業化の確実性を把握するマーケット

サウンディング型や提案インセンテ

ィブ付与型などの導入を検討し、有

効活用を図ります。 

●取組内容

再編整備により生み出された土地

等については、活用の検討段階か

ら民間事業者との対話により民間参

入の可能性を調査するサウンディン

グ型市場調査（マーケットサウンディ

ング型や提案インセンティブ付与型

など）の導入を検討し、有効活用を

図ります。 

・より適切な記述に

修正 
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５ 区立施設再編整備計画（第一期）・第二次実施プラン計画案の修正一覧

修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

138 3 （２）計画策定の視点・

ポイント 

●1行目

区は平成 26 年３月に杉並区区立施

設再編整備計画（第一期）（平成 26

～33 年度）・第一次実施プラン（平成

26～30 年度 （以下「第一次実施プ

ラン」という。）」を策定し、… 

●1行目

区は平成 26年３月に   

第一期計画の下、具体的な取組を

定める「第一次実施プラン（平成 26

～30 年度）（以下「第一次実施プラ

ン」という。）」を策定し、… 

・より適切な記述に

修正 

139 6 ２ 計画期間と進め方 ●1行目

平成 26 年３月に策定した杉並区区

立施設再編整備計画（第一期）は、

杉並区総合計画との整合性を図るた

め、平成 26 年度から杉並区総合計

画の終期に当たる平成 33（2021）年

度までを第一期計画   としていま

す。 

●1行目

平成26年３月に策定した第一期計

画 は、

杉並区総合計画との整合性を図る

ため、平成 26年度から杉並区総合

計画の終期に当たる平成 33

（2021）年度までを   計画期間と

しています。 

・より適切な記述に

修正 

140 7 ３ 取組の将来像 ●1行目

杉並区区立施設再編整備計画（第

一期）（平成 26～33 年度） では、施

設の更新などを効率的・効果的に実

施するため、以下のような取組を進

めています。 

●1行目

第一期計画 

  では、施

設の更新などを効率的・効果的に

実施するため、以下のような取組を

進めています。 

・より適切な記述に

修正 

141 8 ４ 取組体制 ●5行目

（記載なし） 

●5行目

取組を進めるに当たっては、取組

の必要性や考え方などを区民に分

かりやすく説明するとともに、区民

の意見・要望を丁寧に聴きながら

進めていきます。 

★区民等の意見

提出手続による

意見を踏まえ、区

民への説明と意

見 聴 取 に つ い

て、明確化するた

めに修正 

別紙 資料 1の 

意見№241、250、

251、252、339 参

照 

142 8 ４ 取組体制 ●5行目

また、第一期計画では、道路や橋梁

(りょう)などのインフラ施設は対象とし

ていませんが、これらについては別

途「道路舗装白書」、「橋梁(りょう)白

書」等を作成し、必要に応じて実行

●7行目

  第一期計画では、道路や橋

梁(りょう)などのインフラ施設は対象

としていませんが、これらについて

は別途「道路舗装白書」、「橋梁(り

ょう)白書」等を作成し、必要に応じ

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

計画にも反映させることで、計画的に

改修・長寿命化に取り組んでいま

す。施設の整備や維持管理を行う庁

内関係部署が密に連携し、総合的に 

強固な体制で     取り組んでい

きます。 

て実行計画にも反映させることで、

計画的に改修・長寿命化に取り組

んでいます。施設の整備や維持管

理を行う庁内関係部署が密に連携

し、      強固な体制で課題に

取り組んでいきます。 

143 9 ５ 再編整備の方向性

と具体的な取組 

●ツリー「（12）自転車駐車場、集積

所」中 

●ツリー「（12）自転車駐車場、集

積所」中 

・西永福駅周辺に

おける有料制自

転車駐車場の整

備に目途が立っ

たため削除 

144 11 （１）保育園、子供園 

施設の配置 

●「施設の配置」中

・阿佐谷北保育園 

築年数 40年以上 50年未満 

所在地 阿佐谷北 6-26-13 

・杉並保育園 

築年数 50年以上 

所在地 成田東 3-32-26 

・堀ノ内保育園 

築年数 50年以上 

●「施設の配置」中

・阿佐谷北保育園 

築年数 10年未満 

所在地 下井草 1-25-9 

・杉並保育園 

築年数 10年未満 

所在地 梅里 2-34-22 

・堀ノ内保育園 

築年数 40年以上 50年未満 

・誤記の修正 

145 12 （１）保育園、子供園 

課題と再編整備の方向

性 

●8行目

区立施設の再編整備  により生み

出された施設・用地のほか、… 

●8行目

区立施設の再編整備等により生み

出された施設・用地のほか、… 

・より適切な記述に

修正 

146 12 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】2段目 

旧清沓中通会議室

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】2段目 

  清沓中通会議室廃止後の跡地 

・誤記の修正 

147 13 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】1 段目「開設予定年

度」中 

平成 35（2023）年度 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】1 段目「開設予定

年度」中 

平成 36（2024）年度 

・スケジュールを精

査したことによる修

正 

148 13 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【都営住宅の整備に合わせた認

可保育所の整備】中 

・（仮称）都営天沼二丁目団地 

●【都営住宅の整備に合わせた認

可保育所の整備】中 

・（仮称）都営天沼二丁目団地（※） 

・民営化の意思決

定をしたため、記

述を修正 



41 

修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

149 13 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【都営住宅の整備に合わせた認

可保育所の整備】欄外 

（記載なし） 

●【都営住宅の整備に合わせた認

可保育所の整備】欄外 

※天沼保育園は、移転に合わせて

民営化します。 

・民営化の意思決

定をしたため、記

述を修正 

150 14 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【仮設園舎の有効活用】中

・（仮称）永福三丁目複合施設（※ ） 

●【仮設園舎の有効活用】中

・（仮称）永福三丁目複合施設（※

１） 

・民営化の意思決

定をしたため、記

述を修正 

151 14 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【仮設園舎の有効活用】中

近隣の大宮保育園を改築するため

の仮設園舎として活用します。また、

大宮保育園の改築後、近隣の永福

北保育園の移転先又は改築時の仮

設園舎として活用します    。 

●【仮設園舎の有効活用】中

近隣の大宮保育園を改築するため

の仮設園舎として活用します。ま

た、大宮保育園の改築後、近隣の

永福北保育園の移転先   

   として活用します（※２）。 

・民営化の意思決

定をしたため、記

述を修正 

152 14 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【仮設園舎の有効活用】欄外

・※ （仮称）永福三丁目複合施設と

は、移転後の旧永福体育館跡地に

整備する、… 

●【仮設園舎の有効活用】欄外

・※１（仮称）永福三丁目複合施設

とは、移転後の旧永福体育館跡地

に整備する、… 

・民営化の意思決

定をしたため、記

述を修正 

153 14 （１）保育園、子供園 

具体的な取組 

●【仮設園舎の有効活用】欄外

（記載なし） 

●【仮設園舎の有効活用】欄外

※２大宮保育園は、改築が終了す

る平成 35（2023）年４月に民営化し

ます。永福北保育園は、永福三丁

目複合施設内の保育所に平成 35

（2023）年度中に移転し、平成 36

（2024）年４月に民営化します。 

・民営化の意思決

定をしたため、記

述を修正 

154 14 （１）保育園、子供園 

実施スケジュール 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】2段目 

旧清沓中通会議室 の跡地活

用 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】2段目 

  清沓中通会議室廃止後の跡地

活用 

・誤記の修正 

155 15 （１）保育園、子供園 

実施スケジュール 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】4 段目「成田西子供

園移転・改築後の跡地活用」中 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】4 段目「成田西子

供園移転・改築後の跡地活用」中 

・より適切な記述に

修正 

設計 建設

（事業者）

解体

設計 建設

（事業者）

解体
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

156 15 （１）保育園、子供園 

実施スケジュール 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】5 段目「統合後の杉

並第八小学校の跡地活用」中 

●【区立施設・用地を活用した認可

保育所の整備】5 段目「統合後の

杉並第八小学校の跡地活用」中 

・スケジュールを精

査したことによる修

正 

157 15 （１）保育園、子供園 

実施スケジュール 

●【仮設園舎の有効活用】中 ●【仮設園舎の有効活用】中 ・民営化の意思決

定をしたため、記

述を修正 

158 17 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

施設の配置 

●「施設の配置」中

・（仮称）かえで園 

・（仮称）新泉サナホーム 

●「施設の配置」中

・ かえで園 

・ 新泉サナホーム 

・より適切な記述に

修正 

159 18 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

課題と再編整備の方向

性 

●１行目

区の高齢化率は、上昇の一途をたど

っています。団塊の世代が全て 75歳

以上となる平成 37（2025）年度には、

後期高齢者（75 歳以上）が現在より１

万４千人以上増加することが予測さ

れ、これに伴い、要介護高齢者も増

加することが見込まれます。区では介

護が必要になっても住み慣れた地域

で引き続き安心して生活ができるよ

う、

特別養護老人ホーム

（ショートステイを含む）や認知症高

齢者グループホーム等の整備を進め

ており 、特別養護老人ホームについ

ては、平成 24 年度から平成 33

（2021）年度までの 10 年間で、区立

施設の再編整備等により生み出され

た区有地等を活用し、1,000 人の定

員を確保する取組を行っています。 

●１行目

団塊の世代が全て 75 歳

以上となる平成 37（2025）年度に

は、後期高齢者（75 歳以上）が現

在より１万４千人以上増加すること

が予測され、これに伴い、要介護

高齢者も増加することが見込まれま

す。区では介護が必要になっても

住み慣れた地域で引き続き安心し

て生活ができるよう、地域包括ケア

を推進するとともに、特別養護老人

ホーム（ショートステイを含む）や認

知症高齢者グループホーム等の整

備を進めて

います。 

・記載内容を精査

したことによる修正 

設計・建設

（事業者）

事業者

選定

解体 事業者

選定

建設 仮設園舎

活用

解体 設計

建設 仮設園舎

活用

事業者

選定

設計・

建設
（事業者）

解体
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

160 18 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

課題と再編整備の方向

性 

●12行目

こうしたことから、統合後の学校施設

など新しい学校づくり計画によって生

み出された一定規模以上の区有地

や未利用の公有地の有効活用と建

設助成を合わせて行うことなどによ

り、… 

●9行目

こうしたことから、区立施設の再編

整備等  によって生

み出された一定規模以上の区有地

や未利用の公有地の有効活用と建

設助成を合わせて行うことなどによ

り、… 

・より適切な記述に

修正 

161 18 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

具体的な取組 

●【区立施設の跡地活用による整備

の促進】1行目 

○統合後の杉並第八小学校跡地を

活用した特別養護老人ホーム及び看

護小規模多機能型居宅介護施設   

  の整備について検討し、平

成 31（2019）年度に方針決定します。 

●【区立施設の跡地活用による整

備の促進】1行目 

○統合後の杉並第八小学校跡地

を活用した特別養護老人ホーム及

び看護小規模多機能型居宅介護

事業所（※１）の整備について検討

し、平成 31（2019）年度に方針決定

します。 

・より適切な記述及

びわかりやすい記

述に修正 

162 18 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

具体的な取組 

●【区有地の活用による整備の促

進】表「天沼三丁目用地（荻窪税務

署移転後の跡地等）」中 

・看護小規模多機能型居宅介護施

設  

●【区有地の活用による整備の促

進】表「天沼三丁目用地（荻窪税務

署移転後の跡地等）」中 

・看護小規模多機能型居宅介護事

業所（※１） 

・より適切な記述及

びわかりやすい記

述に修正 

163 18 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

具体的な取組 

●【国・都有地の活用による整備の

促進】表「成田東三丁目（都有地）」

中 

・小規模多機能型居宅介護施設   

●【国・都有地の活用による整備

の促進】表「成田東三丁目（都有

地）」中 

・小規模多機能型居宅介護事業所

（※１） 

・より適切な記述及

びわかりやすい記

述に修正 

164 18 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

具体的な取組 

●【国・都有地の活用による整備の

促進】表「高井戸東三丁目（国有

地）」中 

・看護小規模多機能型居宅介護施

設  

●【国・都有地の活用による整備

の促進】表「高井戸東三丁目（国有

地）」中 

・看護小規模多機能型居宅介護事

業所（※１） 

・より適切な記述及

びわかりやすい記

述に修正 

165 19 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

具体的な取組 

●1行目

（記載なし） 

●1行目枠中

※１ 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

介護が必要となった高齢者が住み

慣れた自宅や地域での生活を継続

することができるよう、状態や必要

に応じて「通い」を中心として、短期

間の「泊まり」、自宅への「訪問」を

組み合わせて在宅介護サービスを

提供する事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事

業所 

医療ニーズの高い高齢者の状況に

応じ、主治医と密接な連携のもと、

・よりわかりやすい

記述に修正 
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

医療行為も含めた「通い」、「泊ま

り」、「訪問（看護・介護）」を組み合

わせて在宅介護サービスを提供す

る事業所 

166 19 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

具体的な取組 

●【都有地の活用による整備の促

進】表「久我山一丁目（都有地）」中 

・（看護）小規模多機能型居宅介護

施設   

●【都有地の活用による整備の促

進】表「久我山一丁目（都有地）」中 

・（看護）小規模多機能型居宅介護

事業所（※２） 

・より適切な記述及

びわかりやすい記

述に修正 

167 19 （２）特別養護老人ホー

ム等（民営施設） 

具体的な取組 

●【都有地の活用による整備の促

進】欄外 

（記載なし） 

●【都有地の活用による整備の促

進】欄外 

※２小規模多機能型居宅介護事業

所とするか看護小規模多機能型居

宅介護事業所とするかは、今後決

定します。 

・よりわかりやすい

記述に修正 

168 21 （３）学校施設 

施設の概要 

●「施設の概要」中

（記載なし） 

●「施設の概要」中

施設種別 特別支援学校 

施設数   １ 

平均規模  4,691㎡ 

・より適切な記述に

修正 

169 21 （３）学校施設 

施設の配置 

●「施設の配置」中

杉並和泉学園（初等部、中等部） 

●「施設の配置」中

杉並和泉学園（小学部、中学部） 

・より適切な記述

に修正 

170 21 （３）学校施設 

施設の配置 

●済美養護学校 追加

（記載なし） 

●済美養護学校 追加

築年数 40年以上 50年未満 

所在地 堀ノ内 1-19-25 

・より適切な記述に

修正 

171 21 （３）学校施設 

課題と再編整備の方向

性 

●1行目

現在、区立の小学校は 41 校、中学

校は 23 校               あ

りますが、… 

●1行目

現在、区立の小学校は 41校、中学

校は 23 校、特別支援学校は１校あ

りますが、… 

・より適切な記述に

修正 

172 21 （３）学校施設 

課題と再編整備の方向

性 

●5行目

中・長期的な視点で見ると人口減少

が予測されており、今後の学校改築

に当たっては、教育の質を確保する

とともに、将来の児童・生徒数の減少

を見据えた柔軟性のある施設づくり

が求められます。 

さらに、小学校では、学びの場にとど

まらず、子どもの安全・安心な放課後

等の居場所として、学校施設を有効

に活用することが求められており、学

●5行目

中・長期的な視点で見ると人口減

少が予測されており、今後の学校

改築に当たっては、   

将来の児童・生徒数

の減少を見据えた柔軟性のある施

設づくりが求められます。 

さらに、小学校では、学びの場にと

どまらず、子どもの安全・安心な放

課後等の居場所として、学校施設

を有効に活用することが求められて

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

校内での学童クラブ及び小学生の放

課後等居場所事業の実施などを進

めています。 

このような背景をもとに今後の学校施

設の改築・改修に当たっては、良好

な教育環境の整備を図りつつ、学校

施設のスリム化や、長寿命化を進め

るとともに、… 

おり、学校内での学童クラブ及び

小学生の放課後等居場所事業の

実施などを進めています。 

このような背景をもとに今後の学校

施設の改築・改修に当たっては、

子どもたちに望ましい教育環境を

確保しつつ、学校施設のスリム化

や、長寿命化を進めるとともに、… 

173 22 （３）学校施設 

具体的な取組 

●【学童クラブの小学校内での実施】

2行目 

…敷地の一部の活用や学校改築に

合わせた整備などにより、計画的な

移設を進めます。 

●【学童クラブの小学校内での実

施】2行目 

…敷地の一部の活用や学校改築

に合わせた整備などにより、計画的

な移転を進めます。 

・より適切な記述に

修正 

174 23 （３）学校施設 

具体的な取組 

●【統合後の杉並第八小学校の跡

地活用】＜活用方法＞6行目 

○特別養護老人ホーム及び看護小

規模多機能型居宅介護施設  の整

備を検討し、平成 31（2019）年度に方

針決定します。 

●【統合後の杉並第八小学校の跡

地活用】＜活用方法＞6行目 

○特別養護老人ホーム及び看護

小規模多機能型居宅介護事業所

の整備を検討し、平成 31（2019）年

度に方針決定します。 

・より適切な記述に

修正 

175 24 （３）学校施設 

具体的な取組 

●【富士見丘小学校移転後の跡地

活用】1行目 

○富士見丘小学校については、富

士見丘中学校の移転に伴い、 同中

学校隣地に移転し、小学校・中学校

の一体的な整備を行います。 

●【富士見丘小学校移転後の跡地

活用】1行目 

○富士見丘小学校については、

   富士見丘中

学校隣地に移転し、小学校・中学

校の一体的な整備を行います。 

・誤記の修正 

176 24 （３）学校施設 

実施スケジュール 

●【学童クラブ及び小学生の放課後

居場所事業の小学校内での実施】1

段目 

学童クラブの小学校内での実施 

※（ ）内は、対応する児童館   名 

●【学童クラブ及び小学生の放課

後居場所事業の小学校内での実

施】1段目 

学童クラブの小学校内での実施 

※（ ）内は、対応する学童クラブ名 

・より適切な記述に

修正 

177 25 （３）学校施設 

実施スケジュール 

●（学校跡地の活用方法検討）2 段

目「統合後の杉並第八小学校の跡

地活用」中 

●（学校跡地の活用方法検討）2

段目「統合後の杉並第八小学校の

跡地活用」中 

・スケジュールを精

査したことによる修

正 

・特別養護老人ホーム等の整備

・保育所の整備

・図書館及び地域コミュニティ
　施設の整備

具体化 設計

方針決定

事業者

選定

解体

設計・建設

（事業者）

・既存校舎等の解体

・特別養護老人ホーム等の整備

・保育所の整備

・図書館及び地域コミュニティ
　施設の整備

具体化 設計

事業者

選定

方針決定

解体
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

178 26 （４）児童館、学童クラ

ブ、子ども・子育てプラ

ザ 

施設の概要 

●「施設の概要」中

・児童館等  約 459㎡ 

・学童クラブ 

児童館等併設  約 135㎡ 

小学校内・単独設置  約 225㎡ 

・子ども・子育てプラザ  約 771㎡ 

●「施設の概要」中

・児童館等    459㎡ 

・学童クラブ 

児童館等併設    135㎡ 

小学校内・単独設置    225㎡ 

・子ども・子育てプラザ   771㎡ 

・より適切な記述に

修正 

179 27 （４）児童館、学童クラ

ブ、子ども・子育てプラ

ザ 

課題と再編整備の方向

性 

●18行目

乳幼児親子の交流の場と居場所の

確保については、子育て支援サービ

ス・事業を総合的・一体的に行う地域

子育て支援拠点として、「子ども・子

育てプラザ」を、再編後の児童館施

設等を活用して７地域に２か所ずつ

（計 14か所）整備する   

  こととしており、当

面は各地域１か所の整備を段階的に

進めます。また、   

    地域コミュニティ施設等に   

   も乳幼児親子の居場所となるス

ペースを確保し、区全体で現在と同

規模の居場所を確保していきます。 

●18行目

乳幼児親子の交流の場・居場所  

   については、子育て支援サー

ビス・事業を総合的・一体的に行う

地域子育て支援拠点となる 「子ど

も・子育てプラザ」を、再編後の児

童館施設等を活用して７地域に２

か所ずつ（計 14 か所）整備し、事

業内容の拡充を図ることとしてお

り、当面は各地域１か所の整備を

段階的に進めます。また、引き続き

小学校の通学区域単位を基本とし

た身近な場所で気軽に利用できる

よう、 地域コミュニティ施設等にお

いても乳幼児親子の居場所となる

スペースを整備し、区全体で現在

と同規模の居場所を確保していき

ます。 

・より適切な記述に

修正 

180 32 （５）ゆうゆう館 

課題と再編整備の方向

性 

●脚注

・地域コミュニティ施設の再編整備の

詳細については、    集会施設   

（Ｐ34）に、また、関連する情報を「資

料編」（Ｐ76）に掲載しています。 

●脚注

・地域コミュニティ施設の再編整備

の詳細については、「（６）集会施

設」（Ｐ36～40）に、また、関連する

情報を「資料編」（Ｐ77）に掲載して

います。 

・より適切な記述に

修正 

181 35 （６）集会施設 

施設の概要 

●区民事務所会議室

施設数 7 

平均規模 247㎡ 

●区民事務所会議室

施設数 8 

平均規模 252㎡ 

・誤記の修正 

182 36 （６）集会施設 

課題と再編整備の方向

性 

●（地域コミュニティ施設）20行目

再編整備 で生み出された用地の活

用のほか、… 

●（地域コミュニティ施設）20行目

再編整備等で生み出された用地の

活用のほか、… 

・より適切な記述に

修正 
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

183 38 （６）集会施設 

課題と再編整備の方向

性 

●脚注

・地域コミュニティ施設の再編整備に

ついては、    ゆうゆう館  （Ｐ30）

及び「資料編」（Ｐ76）に関連する情

報を掲載しています。 

●脚注

・地域コミュニティ施設の再編整備

については、「（５） ゆうゆう館」（Ｐ

32～34）及び「資料編」（Ｐ77）に関

連する情報を掲載しています。 

・より適切な記述に

修正 

184 39 （６）集会施設 

具体的な取組 

●【廃止後の区民事務所会議室の

有効活用】 

○旧 清沓中通会議室を、保育

所に転用します。 

●【廃止後の区民事務所会議室の

有効活用】 

○廃止後の清沓中通会議室を、保

育所に転用します。 

・誤記の修正 

185 39 （６）集会施設 

具体的な取組 

●【レセプション機能とアニメーション

ミュージアムの移転先検討】5行目 

○アニメーションミュージアムは、地

域のにぎわい や経済活性化

を期待できる観光資源です。 

●【レセプション機能とアニメーショ

ンミュージアムの移転先検討】5 行

目 

○アニメーションミュージアムは、地

域のにぎわい創出や経済活性化

を期待できる観光資源です。 

・より適切な記述に

修正 

186 40 （６）集会施設 

実施スケジュール 

●（地域コミュニティ施設）5 段目「成

田西子供園移転後の跡地への整

備」中 

●（地域コミュニティ施設）5 段目

「成田西子供園移転後の跡地への

整備」中 

・より適切な記述に

修正 

187 40 （６）集会施設 

実施スケジュール 

●（地域コミュニティ施設）6 段目「統

合後の杉並第八小学校跡地への整

備」中 

●（地域コミュニティ施設）6 段目

「統合後の杉並第八小学校跡地へ

の整備」中 

・スケジュールを精

査したことによる修

正 

188 41 （６）集会施設 

実施スケジュール 

●「廃止後の区民事務所会議室の

有効活用」中 

・旧 清沓中通会議室を保育

所に転用 

●「廃止後の区民事務所会議室の

有効活用」中 

・廃止後の清沓中通会議室を保育

所に転用 

・誤記の修正 

189 45 （７）文化・教育施設 

実施スケジュール 

●（図書館等）4 段目「高円寺図書館

の移転・改築」中 

●（図書館等）4 段目「高円寺図書

館の移転・改築」中 

・スケジュールを精

査したことによる修

正 

190 47 （８）体育施設 

施設の配置 

●「施設の配置」中

・松ノ木運動場 

築年数 50年以上 

●「施設の配置」中

・松ノ木運動場 

築年数 40年以上 50年未満 

・誤記の修正 

設計 建設

（事業者）

解体

設計 建設

（事業者）

解体

具体化 設計 具体化 設計

具体化 設計 具体化 設計
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

191 49 （９）庁舎等 

施設の概要 

●（旧杉並中継所）

施設数 － 

平均規模 － 

●（旧杉並中継所）

施設数 1 

平均規模 6,312㎡ 

・より適切な記述に

修正 

192 50 （９）庁舎等 

課題と再編整備の方向

性 

●（本庁舎）2行目

東棟は築 55 年を経過しているもの

の、平成５年  に耐震補強等を実

施していることから、耐震性は十分有

しているほか、本庁舎の安全性や機

能性を低下させないために、定期的

な修繕工事を実施しています。今後

も適切な維持管理を行うことにより良

好な状態を確保すれば、今後、少な

くとも 15 年程度（平成 45（2033）年ま

で（築 70 年））は十分に使用できると

判断できることから、… 

●（本庁舎）2行目

東棟は築 55 年を経過しているもの

の、平成４年度に耐震補強等を実

施していることから、耐震性は十分

有しているほか、本庁舎の安全性

や機能性を低下させないために、

定期的な修繕工事を実施していま

す。今後も適切な維持管理を行う

ことにより良好な状態を確保すれ

ば、    少なくとも 15 年程度（平

成 45（2033）年まで（築 70 年））は

十分に使用できると判断できること

から、… 

・より適切な記述に

修正 

193 50 （９）庁舎等 

課題と再編整備の方向

性 

●（杉並清掃事務所等）3行目

平成 32（2020）年度からは、他の用

途にも活用できるようになりますが、

当面、清掃事業を    継続   

  し、今後、将来を見据え、高円

寺車庫を含む清掃施設全体のあり方

を整理した上で、施設の有効活用策

について検討することとします。 

●（杉並清掃事務所等）3行目

平成 32（2020）年度からは、他の用

途にも活用できるようになります

が、当面、清掃事業での活用を継

続することとし、今後、将来を見据

え、高円寺車庫を含む清掃施設全

体のあり方を整理した上で、施設

の有効活用策について検討    

します。 

・より適切な記述に

修正 

194 50 （９）庁舎等 

課題と再編整備の方向

性 

●（旧杉並中継所）1行目

旧杉並中継所は、小型プレス車で収

集した不燃ごみを効率的に最終処

分場に輸送するために大型車両へ

の積み替えを行う施設として使われ

ていましたが、… 

●（旧杉並中継所）1行目

旧杉並中継所は、小型プレス車で

収集した不燃ごみを効率的に最終

処分場に運搬するため、大型車両

への積み替えを行う施設として使

われていましたが、… 

・より適切な記述に

修正 

195 54 （１０）障害者（児）施設 

課題と再編整備の方向

性 

●4行目

区立重度障害者通所施設の中に

は、… 

●4行目

  重度障害者通所施設の中に

は、… 

・より適切な記述に

修正 

196 54 （１０）障害者（児）施設 

実施スケジュール 

●欄外

（記載なし） 

●欄外

（＊）Ｐ16再掲 

・脱字の修正 
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

197 58 （１２）自転車駐車場、

集積所 

課題と再編整備の方向

性 

●（有料制自転車駐車場）8行目

現在 、有料制自転車駐車場は、区

内のほぼすべての駅周辺に整備さ

れていますが、西永福駅周辺におい

ては、    有料制自転車駐車場を

整備する適地がない

ことから、暫定的な自転

車置き場として道路上等に自転車を

駐車する登録制自転車置場が残存

しています。そのため、西永福駅周

辺における有料制自転車駐車場の

整備が課題となっています。 

●（有料制自転車駐車場）8行目

今後は、大型自転車への対応を進

めるほか、駅周辺における区立施

設改築の機会に有料制自転車駐

車場との複合化の可能性を検討 

するなど、運営の効率化や施設規

模の適正化を図っていきます。 

現在 、有料制自転車駐車場は、

区内のほぼすべての駅周辺に整

備されていますが、西永福駅周辺

においては、これまで有料制自転

車駐車場を整備する適地が見つか

らなかったことから、暫定的な自転

車置き場として道路上等に自転車

を駐車する登録制自転車置場が

残存しています。このたび、用地取

得により西永福駅周辺への有料制

自転車駐車場整備の目途が立っ

たことから、登録制自転車置き場に

ついては、有料制自転車駐車場の

開設に合わせて廃止することとしま

す。 

・西永福駅周辺に

おける有料制自

転車駐車場の整

備に目途が立った

ため表記を修正 

198 58 （１２）自転車駐車場、

集積所 

具体的な取組 

●（有料制自転車駐車場）

【有料制自転車駐車場未整備地へ

の整備】 

○西永福駅周辺 の自転車乗入れ

台数を踏まえ、必要な収容台数を備

える有料制自転車駐車場の整備を

検討します。 

●（有料制自転車駐車場）

（削除） 

・西永福駅周辺に

おける有料制自

転車駐車場の整

備に目途が立った

ため削除 

199 59 （１２）自転車駐車場、

集積所 

実施スケジュール 

●有料制自転車駐車場未整備地へ

の整備 

●有料制自転車駐車場未整備地

への整備 

（削除） 

・西永福駅周辺に

おける有料制自

転車駐車場の整

備に目途が立った

ため削除 

200 60 （１３）都市公園、児童

遊園、遊び場当 

施設の概要 

●「施設の概要」中

・都市公園  約 624,100 ㎡ 

・児童遊園   約 25,396 ㎡ 

・遊び場    約 45,704 ㎡ 

・いこいの森   約 4,653 ㎡ 

●「施設の概要」中

・都市公園   624,100 ㎡ 

・児童遊園    25,396 ㎡ 

・遊び場   45,704 ㎡ 

・いこいの森     4,653㎡ 

・より適切な記述に

修正 

検討
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

201 67 １ 築年別施設整備状

況 

●2行目

その多くは人口増加や経済成長を

背景に、昭和 40年代から昭和 50年

代にかけて集中的に整備されまし

た。 

●2行目

その多くは人口増加や経済成長を

背景に、昭和 30 年代から昭和 40

年代にかけて集中的に整備されま

した。 

・より適切な記述に

修正 

202 69 ３ 財政効果額 ●4行目

施設を転用することなどによって生じ

る財政効果額は、約 73億円と推計し

ています。 

●4行目

施設を転用することなどによって生

じる財政効果額は、約 75 億円と試

算しています。 

・金額の算定誤謬

による修正及びよ

り適切な記述に修

正 

203 69 ３ 財政効果額 

財政効果額の計算方

法 

●「取組」の表中

・旧若杉小学校跡地、旧清沓中通区

民事務所会議室          、阿

佐谷北保育園移転後の跡地、… 

●「取組」の表中

・旧若杉小学校跡地、  清沓中通 

  会議室廃止後の跡地、

阿佐谷北保育園移転後の跡地、

… 

・誤記の修正 

204 69 ３ 財政効果額 

財政効果額の計算方

法 

●「１ 施設を他用途に転用すること

による効果額」の表中 
施設費用の削減 

合計① 

（※２） 
改築費用 

の削減 

改修費用の 

削減(※１) 

維持費の 

削減(※１) 

2.6億円 1.3億円 2.7億円 71.9億円 

●「１ 施設を他用途に転用するこ

とによる効果額」の表中 
施設費用の削減 

合計① 

（※２） 
改築費用 

の削減 

改修費用の 

削減(※１) 

維持費の 

削減(※１) 

3.8億円 1.7億円 3.6億円 74.4億円 

・金額の算定誤謬

による修正 

205 69 ３ 財政効果額 

財政効果額の計算方

法 

●財政効果額の合計

・合計 ①＋②≒約 73億円 

●財政効果額の合計

・合計 ①＋②≒約 75億円 

・金額の算定誤謬

による修正 

206 70 ３ 財政効果額 

（参考）第一次実施プラ

ンにおける財政効果額 

●「1 施設の廃止による効果額」中

○廃止する施設について、仮に跡地

を売却した場合の売却益及び廃止

に伴い不要となる改築費、改修費、

施設維持費。 

●「1 施設の廃止による効果額」

中 

○廃止する施設について、   跡

地を売却した際  の売却益及び

廃止に伴い不要となる改築費、改

修費、施設維持費。 

・より適切な記述に

修正 

207 70 ３ 財政効果額 

（参考）第一次実施プラ

ンにおける財政効果額 

●「２ 施設を他用途に転用すること

による効果額」の表中 

用地取得費 

の削減 

施設費用の削減 
合計② 

（※２） 
改築費用 

の削減 

改修費用 

の削減（※１） 

維持費の 

削減（※１） 

99.4 

億円 

24.1 

億円 

7.9 

億円 

17.1 

億円 

148.5 

億円 

●「２ 施設を他用途に転用するこ

とによる効果額」の表中 

用地取得費 

の削減 

施設費用の削減 
合計② 

（※２） 
改築費用 

の削減 

改修費用 

の削減（※１） 

維持費の 

削減（※１） 

99.3 

億円 

22.9 

億円 

7.6 

億円 

16.3 

億円 

146.1 

億円 

・金額の算定誤謬

による修正 

208 70 ３ 財政効果額 

（参考）第一次実施プラ

ンにおける財政効果額 

●財政効果額の合計

・合計①＋②＋③＋④＋⑤≒約 172

億円 

●財政効果額の合計

・合計①＋②＋③＋④＋⑤≒約

169億円 

・金額の算定誤謬

による修正 
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

209 73 ４ 区立施設再編整備

計画のこれまでの主な

成果 

●③児童館再編による子どもの居

場所の拡充全文 

・児童館の再編整備については、学

童クラブ及び小学生の放課後等の

居場所の機能を小学校内等に、乳

幼児親子の居場所の機能を子ども・

子育てプラザや今後再編整備する

地域コミュニティ施設などに移転し、

継承・発展することで、子どもの居場

所の拡充を図ることとしています。 

平成28年度以降、学童クラブの小学

校内での実施については３か所、小

学生の放課後等居場所事業の小学

校内での実施については２か所、さ

らに子ども・子育てプラザの整備につ

いては３か所で進めてきました（平成

30 年８月現在）。 

この内、旧和泉児童館の再編整備に

おいては、杉並和泉学園内に学童ク

ラブを移転することで、広々とした校

庭などを利用し良好な育成環境を確

保しました。同校内における放課後

等居場所事業の平日の小学生利用

者数は、月間平均で旧和泉児童館

のときの約２倍に増加しました。また、

旧和泉児童館を改修・転用して再編

整備した「子ども・子育てプラザ和

泉」では、乳幼児の利用者数が旧和

泉児童館の約４倍に増加するなど、

いずれも利用者の増加につながって

います。今後も、引き続き取組を進め

ていきます。 

●②児童館再編による子どもの居

場所の拡充全文 

（「資料 7」 73～74頁のとおり） 

・地域説明会での

意見を踏まえ、取

組内容がより分か

りやすくなるよう記

述を修正 

210 75 ４ 区立施設再編整備

計画のこれまでの主な

成果 

③統合後の学校跡地

等を活用した特別養護

老人ホーム等の整備 

●表題

②統合後の学校跡地等を活用した

特別養護老人ホーム等の整備 

●表題

③統合後の学校跡地等を活用した

特別養護老人ホーム等の整備 

・掲載順序を変更

したことに伴う番

号の修正 
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修正箇所 
計画案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

№ 頁 事業名等 

211 75 ４ 区立施設再編整備

計画のこれまでの主な

成果 

③統合後の学校跡地

等を活用した特別養護

老人ホーム等の整備 

●４行目

杉並区総合計画では、平成 22 年度

に 1,307人だった特別養護老人ホー

ムの定員を、平成 33（2021）年度に

1,000 人増の 2,307 人とする目標を

掲げ、整備を進めることとしまし

た  。 

●４行目

杉並区総合計画では、平成 22 年

度に 1,307 人だった特別養護老人

ホームの定員を、平成 33（2021）年

度に 1,081 人増の 2,388 人とする

目標を掲げ、整備を進めることとし

ています。 

・実行計画の施策

指標の上方修正し

た数値に合わせて

修正 

212 77 ５ 地域コミュニティ施

設の再編整備 

●1行目

地域コミュニティ施設には、集会室、

多目的室などの貸室や、   

  ラウンジ、乳幼児室な

どの予約不要で利用できるスペース

を整備します。 

●1行目

地域コミュニティ施設には、集会

室、多目的室などの貸室や、予約

不要で利用できるラウンジ、乳幼児

室などの  ス

ペースを整備します。 

・より適切な記述に

修正 

６ まち・ひと・しごと創生総合戦略改定案の修正一覧 

修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

213 1 第 1章 総合戦略につ

いて 

１ 総合戦略の改定

にあたって 

～ 略 ～ 

しかし、合計特殊出生率（一人の女

性が一生の間に産む子供の数）は

1.03（平成 28 年）と依然として低位

にあるとともに、出生数は平成 27 年

をピークとして、ここ数年は減少傾

向にあります。 

(記載なし) 

～ 略 ～ 

しかし、合計特殊出生率（一人の女

性が一生の間に産む子供の数）は

1.01（平成 29年）※と依然として低位

にあるとともに、出生数は平成 27 年

をピークとして、ここ数年は減少傾

向にあります。 

【欄外】 

※ 杉並区が独自に算出した数値

であり、東京都福祉保健局が公表

する数値とは異なる。 

・最新の数値に更

新 

214 4 第 2章 基本目標と基

本的方向 

１ 基本目標 

以下の４つの基本目標を設定して

います。 

①「地方における安定した雇用を創

出する」 

以下の４つの基本目標を設定して

います。 

① 「地方にしごとをつくり、安心し

て働けるようにする」

・国のまち・ひと・しご

と創生総合戦略にお

ける基本目標①の

修正（H29.12.22）に

あわせるための修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

215 5 ２ 基本的方向 

基本目標１ 

現状 

○平成１７年以降は、出生数及び合

計特殊出生率ともに増加傾向にあり

ましたが、平成 28 年は減少に転じ

ています。 

○平成１７年以降は、出生数及び合

計特殊出生率ともに上昇傾向にあり

ましたが、平成 27年をピークとして、

下降しています。 

・より適切な記述に

修正 

216 5 ２ 基本的方向 

基本目標１ 

戦略最終年度（平成 33

（2021）年度）の目標

達成指標（ＫＧＩ） 

「仕事と生活の調和が図られている

と感じる人の割合」目標値（33年度）

（2021 年度） 

75% 

「仕事と生活の調和が図られている

と感じる人の割合」目標値（33年度）

（2021 年度） 

80% 

・杉並区男女共同参

画行動計画（30-33）

の目標値との整合を

図るため修正 

217 う

わ

5 ２ 基本的方向 

基本目標１ 

戦略最終年度（平成 33

（2021）年度）の目標

達成指標（ＫＧＩ） 

「出生数に占める第二子以上の割

合」現状値（29年度末） 

39.3%（平成 28年） 

「出生数に占める第二子以上の割

合」現状値（29年度末） 

42.2% 

・最新の数値に更

新 

218 11 ３ 安心して子育て

するための支援 

（１）育児不安の軽減

等を図るための支援

の充実 

すこやか赤ちゃん訪

問・訪問育児サポータ

ー事業の実施 

●事業の概要

生後 4 か月までの乳児のいる全て

の家庭を保健師・助産師等が訪問

して、母子の健康状態把握や育児

相談・助言を行う「すこやか赤ちゃん

訪問」や、希望者に対して育児経験

者が訪問し、離乳食づくりや子ども

との関わり方等実践的な視点から相

談・助言を行う「訪問育児サポータ

ー」事業を実施します。 

●事業の概要

産後 4 か月までの乳児のいる全て

の家庭を保健師・助産師等が訪問

して、母子の健康状態把握や育児

相談・助言を行う「すこやか赤ちゃん

訪問」や、希望者に対して育児経験

者が訪問し、離乳食づくりや子ども

との関わり方等実践的な視点から相

談・助言を行う「訪問育児サポータ

ー」事業を実施します。 

・より適切な記述

に修正 

219 11 ３ 安心して子育て

するための支援 

（１）育児不安の軽減

等を図るための支援

の充実 

産後ケア事業の実施 

「子育てを楽しいと感じる人の割合」

目標値（33年度）（2021 年度） 

95% 

「子育てを楽しいと感じる人の割合」

目標値（33年度）（2021 年度） 

90% 

・誤記の修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

220 12 保育の質の確保 ●事業の概要

保育の質の維持・向上を目的と

して、区立保育園の一部を「中核

園」として位置づけ、地域における

保育施設間の連携・情報共有の促

進等、保育内容の向上に向けた役

割とともに、連携園※が持つ代替保

育等の機能も果たします。また、急

増した保育施設に対し心理専門職

や区立保育園の園長経験者が各保

育施設を訪問し、保育の内容や保

育環境の向上に向けた助言や相談

を行います。 

●注釈

※ 連携園…小規模保育事業所等

の地域型保育事業所に対して、子

ども・子育て支援法に基づき、卒園

児の受け皿、代替保育、園庭利用、

行事参加、合同健診、合同研修な

どの支援を実施する保育園 

●事業の概要

保育の質の維持・向上を目的と

して、区立保育園の一部を「中核

園」として位置づけ、地域における

保育施設間の連携・情報共有の促

進等、保育内容の向上に向けた役

割   

  を果たします。また、急

増した保育施設に対し心理専門職

や区立保育園の園長経験者が各保

育施設を訪問し、保育の内容や保

育環境の向上に向けた助言や相談

を行います。 

●注釈

（削除） 

・連携園の設定に

ついては、法令

等に基づく対象

施設（地域型保

育事業）のみなら

ず、認可外施設

を含めたあり方を

改めて検討するこ

ととしたため、記

述を削除 

・上記の修正に伴

う注釈の削除 

221 16 アニメーションミュ

ージアムの充実 

●事業の概要

多言語音声ガイドの導入等、訪日

外国人旅行者の利便性向上に加

え、アニメ制作会社等との連携によ

りコンテンツの充実を図るなど、アニ

メーションミュージアムを「観光資

源」として総合的に拡充を図ります。

また、より広域での PR 活動を展開

することにより、来館者の上積みを

図ることで、まちの「にぎわい・商機」

の創出につなげます。 

●事業の概要

多言語音声ガイドの導入等、訪日

外国人旅行者の利便性向上に加

え、アニメ制作会社等との連携によ

りコンテンツを充実させ、アニメーシ

ョンミュージアムを「観光資源」として

捉え、活用していきます。また、より

広域での PR 活動を展開することに

より、来館者の上積みを図ることで、

まちの「にぎわい・商機」の創出につ

なげます。 

・より適切な記述

に修正 

222 18 フィルムコミッショ

ンの実施 

●事業の概要

TV や映画の制作者に区の施設等

をロケ地として紹介し、ロケ地 とし

て活用されることにより、区の知名度

を高めるとともに、新たな観光資源と

して発信します。 

●事業の概要

TV や映画の制作者に区の施設等

を       紹介し、ロケ地等とし

て活用されることを通して、区の知

名度を高めるとともに、新たな観光

資源として発信します。 

・より適切な記述

に修正 
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修正箇所 
計画改定案 修正内容（修正は下線部） 修正理由 

No 頁 事業名等 

223 25 南伊豆町との連携に

よる特別養護老人ホ

ームの運営支援 

●事業の概要

静岡県南伊豆町の町有地を活用し

て整備した特別養護老人ホームに

ついて、入居希望者や家族の多様

なニーズに応えるとともに、区民が

安心して入居できるよう支援を行い

ます。 

●事業の概要

静岡県南伊豆町との自治体間連携

により整備した特別養護老人ホーム

について、入居希望者や家族の多

様なニーズに応えるとともに、区民

が安心して入居できるよう支援を行

います。 

・表記の統一によ

る修正 
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1

資 4 ２ 自然増減（出生・死

亡） 
○ 区の合計特殊出生率（ひとりの

女性が一生〔15～49 歳〕の間に産

む子どもの数を示す指標）は、1.03

（Ｈ28）となっています。 

（記載なし） 

○ 区の合計特殊出生率（ひとりの

女性が一生〔15～49 歳〕の間に産

む子どもの数を示す指標）は、1.01

（Ｈ29）※となっています。 

※ 杉並区が独自に算出した数値

であり、東京都福祉保健局が公表

する数値とは異なる。 

・最新の数値に更

新 

225 資 5 ２ 自然増減（出生・死

亡） 
「合計特殊出生率」（ひとりの女性が

一生〔15～49 歳〕の間に産む子ども

の数を示す指標）は出生数と同様に

上昇していましたが、平成 27年をピ

ークとして下降し、平成 28 年では

1.0３となっています。 

「合計特殊出生率」（ひとりの女性が

一生〔15～49 歳〕の間に産む子ども

の数を示す指標）は出生数と同様に

上昇していましたが、平成 27年をピ

ークとして下降し、平成 29 年では

1.01 となっています。 

・最新の数値に更

新 

226 資 5 ２ 自然増減（出生・死

亡） 
また、仮に出生数が増加したとして

も、今生まれた子どもが出産するま

でには約 30年間（   

第 1子出生時の母の平均年齢 30.7

歳〔「        人口動態統計」厚生

労働省〕）かかるため、出生数の増

加によって総人口を押し上げるには

長い期間を要することとなります。 

また、仮に出生数が増加したとして

も、今生まれた子どもが出産するま

でには約 30 年間（東京都における

第 1子出生時の母の平均年齢 32.3

歳〔「平成 29年人口動態統計」厚生

労働省〕）かかるため、出生数の増

加によって総人口を押し上げるには

長い期間を要することとなります。 

・最新の数値に更

新 

227 資 19 第４章人口の将来展望 

１．将来人口推計 

（１）推計の概要 

出生率 

平成 28 年の杉並区の合計特殊出

生率（1.03） 

（記載なし） 

ＣＡＳＥ１ 

Ｈ30推計と同様（1.03） 

1.03＝区内実績値（平成 28年） 

出生率 

平成 29 年の杉並区の合計特殊出

生率（1.01）※ 

※ 杉並区が独自に算出した数

値であり、東京都福祉保健局が公

表する数値とは異なる。 

ＣＡＳＥ１ 

Ｈ30推計と同様（1.01） 

1.01＝区内実績値（平成 29年） 

・最新の数値に更

新 

228 資 20

～22 

（２）推計結果 表及びグラフの差替え 表及びグラフの差替え ・最新の数値に更

新 




